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◎会議の顛末（速記録） 

     開 会 午前１０時００分 

○議長（小山敏明君） それでは、ただいまより平成２２年第２回猪名川上流広域ごみ処理施設組合議

会定例会を開会いたします。 

  開会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。 

  本定例会は、条例改正、平成２１年度歳入歳出決算の認定、さらには公平委員会委員の選任同意を

審議する重要な議会であります。 

  議案の内容につきましては、後ほど管理者から御説明がございますが、議員各位の綿密周到な御審

議により、適正にして妥当な議決に到達いたしますよう念願するものでございます。 

  本議会の御審議に御精励くださいますようお願い申し上げ、開会のごあいさつとさせていただきま

す。 

  開会に当たりまして、管理者からごあいさつをいただきます。 

  大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） おはようございます。開会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げさせ

ていただきます。 

  本日、平成２２年第２回猪名川上流広域ごみ処理施設組合議会定例会を招集いたしましたところ、

議員の皆様方におかれましては、御多用の中、また大変暑い中でございますけれども、御参会をいた

だきまして、まことにありがとうございます。皆様方の御精励に対し、深く敬意を表する次第でござ

います。 

  なお、後ほど、私から御提案申し上げます案件は、猪名川上流広域ごみ処理施設組合職員団体のた

めの職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について、平成２１年度決算

認定、さらには公平委員会委員の選任同意の３件でございます。諸議案の内容につきましては、後ほ

ど御説明をさせていただきたいと存じますが、何とぞよろしく御審議賜りまして、御議決賜りますよ

うお願いを申し上げます。 

  まことに簡単でございますけれども、開会に当たりましてのあいさつとさせていただきます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） まず、本日の議員の出欠を御報告いたします。 

  ただいまの出席議員数は１６名であります。欠席の届け出のあった者、松田恭男議員、遅刻の申し

出のあった者、西谷八郎治議員であります。 

  これより本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程につきましては、お手元に配付しております印刷物により御了承願います。 

  まず、諸般の報告をいたします。地方自治法第１２１条の規定により、理事者の出席を求めており
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ますので御報告いたします。 

  ４月１日付をもって人事異動があり、新任の次長及び課長の紹介をしたいと思います。 

  次長兼総務課長、山内敬之さん。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） 山内でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 次長、施設管理担当、杉岡悟さん。 

○次長施設管理担当（杉岡 悟君） 杉岡でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 施設管理課長、大上肇さん。 

○施設管理課長（大上 肇君） 大上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） これより日程に入ります。 

 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議長（小山敏明君） それでは、日程第１、会議録署名議員の指名であります。 

  議長において、１２番竹谷 勝議員、１３番池上哲男議員を指名いたします。 

 

日程第２ 会期の決定 

 

○議長（小山敏明君） 次に、日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日１９日、２０日の２日間といたしたいと思いますが、

これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） 御異議なしと認めます。 

  よって、会期は２日間と決定しました。 

 

日程第３ 一般質問 

 

○議長（小山敏明君） 次に、日程第３、一般質問を行います。 

  一般質問の通告を受けておりますので、順序に従って順次発言を許します。 

  ６番、美谷芳昭議員。 

○６番（美谷芳昭君） おはようございます。 

  私のほうから４点ほど質問をさせていただきます。当施設、これも昨年４月より本格稼働いたしま

して、多くの不適合事象はあったものの、比較的順調に推移しまして、特に昨年度は建設から稼働に
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移った大きな節目の年であったと思われます。 

  今回は、主に２１年度の決算認定が主な議題でございますが、そこで今回、私どもの質問は、主に

施設の維持管理に関しての質問をさせていただきます。 

  まず１点目、維持管理費でございます。維持管理費で決算書から見ますと、ごみ処理の３億８００

万円、これは執行済みでございます。この中に、特に高額の維持費が予想されます焼却炉及び灰溶融

炉の耐火材、いわゆる耐火レンガの交換。この交換費用は含まれているのかどうかと。仮に、含まれ

ていなかったら、何年後ぐらいにしなければならないか。また、その経費は幾らかかるか、一つずつ

お答え願いたいと思います。 

  同じく、この決算書から見まして、ごみ処理費の需用費で燃料費１億３，４００万円、これを執行

済みでございます。この中で施設の焼却量及び灰溶融炉に天然ガスを使用しておりますね。田尻から

ずっと工事やりまして引っ張っておりますけど、この天然ガスに限りまして、２１年度の使用料と金

額は幾らだったかお答えいただきたいと思います。 

  ２点目です。焼却炉から排出されます排出灰、いわゆる磁性灰と大塊物、これにつきまして２１年

度の決算参考資料から見ましたら、焼却施設の排出量から見ましたら、２１年度の焼却施設からの排

出物が５，８００トンございます。当然、溶融炉スラグ、これが一番多いんですが、それ以外に大塊

物と磁性灰が合わせて１，４００トンあります。全体の４分の１を占めておりますが、まず大塊物と

磁性灰と、これはどのような物であるかということをお答え願いたいと思います。 

  それと、当然、溶融スラグが多いんですが、これに比べまして大塊物と磁性灰が多いと私は思うん

ですね。組合側はどのように認識をされているかということです。 

  ３点目です。ダイオキシン類濃度等の排出測定ということについてお聞きします。先日行われまし

た保全委員会、これは私も傍聴しておったんですけど、この資料から見ますと、排ガス全般につきま

しては、全項目、組合の厳しい自主基準、これを大幅に下回っておりまして、何も問題ないというこ

とが報道されております。しかし、排ガス中のダイオキシン類濃度測定をバグフィルターから煙突ま

での各排ガス処理装置ごとで測定も行われているようですが、公表されておりませんと私は思ってお

ります。この測定は、組合の指示によって行われたものか。それとも、委託契約に基づいて行われた

ものか、もしくは、ＪＦＥ独自で行ったものかということをお聞きしたいと思います。 

  それから、４点目最後ですけど、焼却施設の長寿命化についてお聞きします。去年完成したばかり

の施設なのに、なぜ長寿命化かと言われるかもしれませんが、この施設、住民にとっても貴重な税金

を使いまして、約２００億円かけた施設でございます。住民にとっても組合にとっても、非常に大切

な施設であると思います。 

  全国的にプラントの性能劣化を理由に、大体２０年程度で施設全体を廃止しているところが多いん

ですけど、中には日常の適切な運転管理と毎年の適切な定期点検、また、基幹的設備の更新整備を的
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確に行ったことによりまして、ある市につきましては３０年以上稼働している施設もございます。 

  そこで、当施設の耐用年数は何年を想定されているのでしょう。また、長寿命化を図るためにどん

な対策をされているのかお聞きします。 

  次に、長寿命化は、職員の適切な運転管理が非常に重要だと思います。その観点からお聞きします

けど、当施設は一部事務組合、これの運営でございます。各構成団体からの派遣職員であると思われ

ますが、どんな職種の職員が派遣されているのかお聞きします。また、人事異動、これから人事異動

があると思いますけど、これはどのような形で行っていくのかということをお聞きします。 

  １回目の質問は以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） おはようございます。 

  それでは、美谷議員の御質問にお答えいたします。 

  まず、１点目の維持管理経費に関連しての１番目、１年目の部品交換の費用として特に焼却炉及び

灰溶融炉の耐火材の交換頻度と経費は幾らかかったかの御質問であります。焼却炉及び灰溶融炉の耐

火材の交換頻度といたしましては、その都度の部分交換となりますが、平成２１年度施設点検整備業

務においては、焼却炉及び灰溶融炉の耐火材は問題なく維持されており、交換しておりません。部品

交換ではありませんが、耐火材間の目地充てん作業を行っております。 

  このほか、平成２１年度施設点検整備業務における耐火材の点検内容といたしましては、耐火物寸

法計測及び点検、清掃等であります。 

  ２番目のガスバーナ及び灰溶融炉に使用された天然ガスの量と金額は幾らかの御質問でございます

が、焼却炉では、９万８，０９８立方メートル使用し、金額は、６８５万８，７８４円となっており

ます。灰溶融炉では、１８０万６，７１６立方メートルの使用であり、金額は１億２，６３２万１，

４８８円、全体として１９０万４，８１４立方メートル使用し、１億３，３１８万２７２円の支出と

なっております。 

  ２点目の焼却炉排出灰（磁性灰、大塊物）についてでございます。磁性灰、大塊物は、いずれも溶

融不適物ということで、溶融するまでにこれを除去する装置となっております。磁性灰は、磁性を含

んだ灰でございます。大塊物は、いわゆる可燃物の中に混入したなべ等の金属類でございます。 

  焼却炉、溶融炉から排出される物質として、平成２１年度には溶融スラグ３，５２４トン、溶融飛

灰固化物８２０トン、大塊物６１１トン、磁性灰８２８トン、溶融メタル１７トン。以上、５種類の

合計で５，７９９トンが発生しております。２１年度のごみ焼却総量は５万８，３４３トンとなって

おりますので、この実績から設計計算により仮に５種類の排出量を推計いたしますと、溶融スラグ３，

９９４トン、溶融飛灰固化物８３３トン、大塊物６５１トン、磁性灰３５０トン、溶融メタル５４ト

ン、合計５，８８２トンとなります。 
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  計算上の値と実際の値を大塊物、磁性灰で比較いたしますと、大塊物は６５１トンの計算値に６１

１トンの実績値ということで、おおむね妥当な排出量と考えております。 

  ただ、磁性灰につきましては、３５０トンの計算値に対し８３３トンの実績値と、設計よりも約２．

４倍多く排出しております。この原因は、国崎クリーンセンターを設計いたします際、搬入ごみ質の

分析データを基礎としておりますが、その中に鉄分を多く含んだ大型ごみ、粗ごみのリサイクル残渣

のデータがなかったことが原因しているものと思慮しております。このことが、焼却炉、溶融炉に直

ちに影響することはないと思われますが、長期的な視野で見た場合、ストーカの摩耗やスクレーパー

式コンベヤ底板の摩耗に影響を及ぼすことにもつながるため、大型ごみ等をリサイクル施設に投入す

る前の仕分け作業の徹底や、一般可燃ごみ分別の啓発にさらなる努力をしてまいりたいと考えており

ます。 

  ３点目のダイオキシン類濃度等排ガス測定についてでございます。バグフィルターや活性炭吸着塔

などの各装置ごとの測定につきましては、ＪＦＥエンジニアリング株式会社が、平成２２年３月８日

に当センターの２号炉において、ダイオキシン類の測定を実施したものでございます。この測定は、

焼却炉出口から排ガス処理設備全体のシステムとして、ダイオキシン類濃度の実態把握のため、ＪＦ

Ｅエンジニアリング株式会社が独自に不定期で実施したものであり、測定結果は、７月に同社から提

出されたものであります。 

  また、１号炉、２号炉の排ガス数値の差についてでありますが、ダイオキシン類濃度に一定の傾向

は見られますが、どちらも自主管理基準値を満足しておりますので、問題はないものと考えておりま

す。ただし、問題発生の兆し、おそれが生じた場合には、メーカーの責任で改修させることとなりま

す。 

  最後に、４点目の施設の安全管理と長寿命化についてでございます。ごみ処理施設の耐用年数は、

一般に１５年から２０年と言われております。近年、新たな施設の建設には公害防止対策の高度化な

どの理由で高い費用が必要となるため、極力長く施設が経済的に運営できることが望まれています。

国崎クリーンセンターもその例外ではありません。 

  そこで、当センターでは、施設をできるだけ長く良好な運転継続の実現を目指すべく、第１にきめ

細かな日常の運転管理を実施しております。すなわち、各設備、装置の外観、音、振動、温度、圧力、

電流値といった運転状態の把握や異常の早期発見、早期対応が予防管理の観点から重要になっており

ます。これには、運転管理業務委託の中で緻密な現場巡視、データ記録、油脂類の補給、部品交換等

を行うことで対応を図っております。 

  第２に、的確な点検整備を実施しております。各設備の摩耗状況、腐食状況、機能劣化状況等を診

断し、適正なタイミングでの主要部品の交換がプラント全体の保全管理、故障前の手だてといった観

点から大切になってまいります。これには、施設点検整備業務委託の中で各装置や主要部品の老朽度
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判定を行い、時系列変化の動向を見ながら、補修や交換をすることで延命化に寄与しております。 

  第３に、当センター建設時点での各施設それぞれに長寿命化に向けた対策を盛り込んでおります。

一つには、燃焼から排ガス処理まで全体の安定化を図るため、ごみ供給クレーンを自動化し、ごみの

投入量の一定化、均質化を実現しております。 

  二つには、燃焼方式に高温空気吹き込み設備、排ガス再循環装置を組み入れ、炉内温度分布の均一

化を図り、焼却炉の長寿命化に効果を上げております。 

  三つには、耐熱性、耐腐食性、耐摩耗性等にすぐれた部材を選定し、各主要部品が長寿命となって

おります等々、さまざまな技術を導入し、ライフサイクルコストを意識した長寿命対策を講じており

ます。 

  次に、４点目の質問の２番目、「この施設の管理に指揮監督が的確にできる環境行政に精通した人

員配置も必要だと思われるが、どのように考えているか」という御質問でありますが、本組合におけ

る職員１７名中、出身市町でごみ処理に関しての環境行政に携わったことのある者は１２名おり、７

１％の職員が経験者でございます。 

  また、試運転、本格稼働を経てすべての職員が本施設における経験を日々積み重ねてきているとこ

ろであります。 

  環境行政は、大変奥が深く、専門性が問われる分野も少なからずございますが、ＯＪＴを通じて知

識や技術を身につけることはもとより、各種研修や関係機関、大阪市環境事業協会を初めとする専門

家、その他さまざまな方との情報交換等を通じて、この施設の管理に求められる人材の育成を行って

います。 

  また、一方では環境行政以外の行政のさまざまな分野での経験が、本組合の管理運営において求め

られている点でもございます。今後とも、的確な施設の管理運営を行うために、構成市町とも連携し

ながら、適材適所はもとより、全職員、日々研さんに努めてまいりますので、御理解賜りますようお

願い申し上げます。 

  答弁は、以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 総務課長。 

○事務局次長兼総務課長（山内敬之君） 派遣されている職員の職種でございますが、事務職６名、化

学技術職１名、電気技術職２名、機械技術職３名、技能職５名、計１７名でございます。よろしくお

願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 国崎クリーンセンターの耐用年数についての御質問もございました。私

どもが今現在考えておりますのは、４０年を目標といたしております。 

  以上です。 
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○議長（小山敏明君） ６番、美谷議員。 

○６番（美谷芳昭君） そしたら、２回目の質問にいきます。 

  耐火レンガの話は大体わかりました。金額というか、その部品の交換によってわからんということ

だと思いますので、それはそのように考えております。 

  それと、天然ガス使用料、今言いましたが、この執行額１億３，４００万円、ほぼ天然ガスを使っ

ているということみたいですけど、これかなり高額ですけど、かなり絶対必要なんですかな。これ、

減らすような努力もされているのかどうかということをちょっと聞きたいと思います。 

  それから、２番目の磁性灰、大塊物の問題でございます。当然、減らす努力が大切。なべとか金属

とかが大塊物に入っていると。何でこんなんが入って。一部説明されましたけど、なぜこういうなべ

とか金属が入ってくるのかというものがちょっと不思議なんです。もう一度ちょっとお答え願いたい

なと。 

  それと、これを削減することによりまして、運搬費とか燃料費、処理費、こんなんが当然減ってく

ると思うんですね。こういう努力、仕分けとか啓発とか言われましたけど、もう一度努力をもっとや

ってもらわないかんというのだと思います。当然そうであると思いますので、もう一度こういう削減

努力というのをお聞かせ願いたいと思います。 

  それから、ダイオキシン類の濃度測定ガスの問題でございます。これは、ＪＦＥが独自で調査した

ということ、答弁ございましたけど、これはなぜＪＦＥが独自で測定する必要があったんですか。こ

れ、かなり金額かかったと思うんですよね。委託契約でも何でもない、ＪＦＥが独自でやったという

のは、なぜこういうことがやられたのか。ちょうど組合のほうから指示があったんかなかったんかと

いうこともお聞きしたいと思います。 

  それと、１号、２号炉のダイオキシン類等の差ということがあるということで、メーカーの責任で

改修しますという答弁がございました。当然、瑕疵担保、３年間ですね。３年間の瑕疵担保、何かふ

ぐあいがあるようやったら、瑕疵担保中に無償で改修するということが必要なんです、これは。です

から、この辺のことをきっちり監督してもらうというか点検してもらうというか、それをやってもら

って、瑕疵担保でできるものは極力メーカー側に改修をさすと、こういう意気込みでこれをやっても

らいたいと私は思うんですけど、この点についての答弁をもう一度お聞きします。 

  それから、長寿命化の話でございます。ことしの３月に環境省が策定いたしました廃棄物処理施設

長寿命化計画策定の手引と、これは御存じですね。これが出ております。これ、何で国が出してある

かといいますと、国及び地方行団体の財政状況が非常に厳しいという、このような中で施設の機能を

効率的に維持することが急務ということになって、長寿命化を図りなさいということになっておりま

す。この手引に沿って現在、長寿命化。先ほどちょっと答弁ございましたけど、計画を現在やられて

いるのかどうかということをお聞きしたいと思います。 
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  それから、人の話でございます。それぞれ１７名の方々が派遣をされているということでございま

して、当然、長寿命化の観点から見ましたら、施設の適切な運転管理、職員の対応、これが非常に重

要な点。機械を動かすというのは人間なんですから、これが非常に重要になってくると。例えば、こ

の装置、施設を十分理解して丁寧に扱うのと、そうでないのと、大きな今後差が出てくるということ

でございます。先ほど聞きましたら、長寿命化ということで、この施設は４０年、聞いてびっくりし

ましたんですけど、今で３０年ぐらいが一番長いんですけど、４０年やるということは、こういう意

気込みは非常に我々としてはうれしいということですけど、当然このようにやってもらいたいと思い

ます。 

  今言いましたように、長寿命化に関して、いわゆる指揮監督が的確にできる環境行政に精通した人

員配置、これが必要だと思います。一部事務組合、上に人事異動、各市町からの構成団体からの派遣

ということで人事異動はやむを得ないんですけど、例えば、この施設に精通したプロパー職員、並び

に派遣職員、また一定の職員の長期間の配属と、こういうことも考えて、この人に聞いたらすべてわ

かると、大丈夫やというような、こういう人事異動ができないかどうかということもお聞きしたいと

思います。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） それでは、再質問にお答えをいたします。 

  まず、ガスの使用料の問題でございますけれども、２１年度から本格稼働いたしまして、ガスの使

用料の実績がこのたび出てきたということでございます。したがいまして、大半が溶融炉のほうでガ

スを使用しているということがよくわかるわけでございますけれども、これを削減するというふうな

方法はないかというふうなことでございますけれども、溶融処理を続けるという今の処理方法でござ

いますので、これはこれ以上削減するというのは非常に困難だろうというふうに考えております。 

  それから、磁性灰、大塊物がなぜ入ってくるのかといった問題でございますけれども、磁性灰につ

きましては、どうしても粗大ごみ、あるいは粗ごみの中に含まれておる金属類が破砕過程で非常に細

かく粉砕されて、これが可燃のほうに入っていくという、ある意味不可抗力的な部分もございます。 

  大塊物につきましては、先ほど申し上げましたように、本来、可燃のところに入ってこないごみが

間違って入ってきておるという実態がございまして、そういうどういった物が入ってるかということ

につきましては、啓発の見学コースにも展示をさせていただいておるわけでございますけれども、こ

れにつきましては私どもの立場で住民の皆様に啓発の徹底をさらにお願いをしていきたいというふう

に考えております。 

  当然、磁性灰、大塊物、フェニックスのほうに処分をお願いしておりますので、この量が減ってま

いりますと、その分の処理の委託料は減るということでございます。 
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  それから、ダイオキシンの調査でございますけれども、これは特に我がほうが指示をするというこ

とではなくて、ＪＦＥがここの施設が本格稼働して一定時間が経過した中で、それぞれの設備がどの

ようにうまく機能しているかどうかということを検証するといった意味合いがあったというふうに記

憶をしております。 

  それから、１号炉、２号炉のダイオキシンの差ということでございますけれども、先ほど最初の御

答弁でも申し上げましたように、特に今ダイオキシンの値が基準値を上回っておるというふうな状態

ではございませんので、これが直ちに問題だというふうな認識はいたしておりません。 

  ただ、もしそういうことになりそうだと、あるいはなったということになりますと、先ほど申し上

げましたように、メーカーの責任で対処させるということになろうかと思います。 

  それから、長寿命化計画の手引に沿ってやっているかということでございますけれども、確かに長

寿命化計画、環境省のほうから出されておりまして、いわゆるストックマネジメントの考え方でござ

いまして、性能が管理水準以下に低下する前に機能診断を実施して、機能診断結果に基づく機能保全

対策の実施をすると。こういうことを通じて、長寿命化が図れるというふうな考え方であろうかと思

いますが、特にこれに基づいてやっている、あるいはこの計画を立てようとしているという状況では

今ございません。 

  ただ、実際に施設の点検整備、業務委託の中で行っている部分が、これに該当する内容になってい

るというふうな認識をしております。 

  それから、長寿命化計画という中で、施設の耐用年数といいますか、通常１５年から２０年という

ふうな一般的な耐用年数でございますけれども、我々といたしましては、あくまで目標でございます

けれども、４０年という目標を設定しながら、できるだけ長寿命化できるような対策をとっていきた

いということでございます。 

  職員の対応につきましては、議員御指摘のとおり、設備等に精通した職員がいるということは、大

変結構なことだというふうに思います。今現在、組合でプロパー職員を雇用するといった考え方はな

いわけでございまして、あくまでも構成市町からの派遣でお願いをするというふうなことになってお

ります。 

  したがいまして、こちらの人事の問題でございますので、組合の希望といいますか、組合が必要と

する人材を派遣していただきたいという、その単一的な要素だけで人事が決まるということではござ

いませんので、本人さんの御希望でありますとか、あるいは構成市町のそれぞれの御事情・御都合等

もありますので、希望どおりということにはなかなかまいらないわけでございますけれども、ある程

度の期間、長期を何年とするかはちょっとわかりませんけれども、ある程度の期間、ここに勤務して

いただくことによって精通していただけるという要素が当然ございますので、そういったことを踏ま

えまして、人事に関しましては構成市町とも連携・協議をしてまいりたいというふうに考えておりま
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  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） それと、瑕疵担保での対応についてでございますが、議員御指摘のとお

り、私どものほうでも強い意気込みを持って、この３年間の間にあらゆる問題を解決してしまいたい

というふうに思っております。今年度につきましても、１年経過した後の瑕疵検査というものも既に

実施もいたしました。今後、２年を経過したとき、３年を経過したとき、それぞれ瑕疵検査を実施す

る予定でございます。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） ６番、美谷議員。 

○６番（美谷芳昭君） 人事配置の問題。今来られている方々を決して否定しているわけではございま

せんので、それだけ念のために言うときますけど。 

  最後ですけど、この問題について管理者にひとつお聞きしたいんですけど、住民の血税でつくられ

たこの大切な施設、これからも長く使っていきたいと、我々、皆思いは一緒だと思います。そのため

にも、例えば機械の音を聞いたらどこが悪いと、調子がわかるとか、煙の色を見たらどこがふぐあい

があるんか、そういうことをわかるように、この施設に精通した人間、これの配置が一番重要だと私

は思うんですね。一部事務組合ゆえの問題もございますけど、委託業者に指揮命令系統、的確な指揮

命令ができるような優秀な人事配置ということをしていただきまして、この施設を長く管理して使っ

ていきたいと、私はこのように思っておりますので、特に人事異動、人事配置の問題について、管理

者の決意ですか、お考えをお聞きして、私の質問を終わりたいと思います。 

○議長（小山敏明君） 大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） 今、美谷議員のほうから人事の配置についての御質問でございますけれども、

今、事務局長からも答弁申し上げましたように、この事務組合、プロパーというよりはそれぞれの１

市３町からということでございまして、その中で本年、川西のほうからは人事異動があったことは事

実でございまして、卒業した人物もおりますし、定期的といいますか部内の異動もあったところも事

実でございます。そういうような中で適材適所という人材を図っていきたいというのは、当然、議員

御指摘のとおりだと思っております。その辺につきましては、川西市としてはといいますか、管理者

としては、その１市３町にそういうふうな相談といいますか、そういうことこれからも配慮していき

たいというふうに思っております。 

  この設備がしっかりと運営できますことは当然のことでございますので、その辺の人事配置もしっ

かりと見定めていきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（小山敏明君） 次に、３番、宮坂満貴子議員。 
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  宮坂満貴子議員。 

○３番（宮坂満貴子君） おはようございます。 

  新施設が開設しましてから、もう１年半になろうとしていますが、その中でさまざまな不適合事象

などありながら、スムーズな運営を心がけていただいて、非常にありがたいと思っています。その中

で、今後に向けて幾つかの質問をさせていただきます。 

  まず一つ目、活性炭吸着塔の必要性についてお尋ねします。活性炭吸着塔は、国崎クリーンセンタ

ーの有害ガス除去装置の一つではありますけれども、これを調査しましたところ、発注仕様書にはも

ともと設置が必要であるということの記載はありませんでした。活性炭噴霧装置は設置してもよいと

いう記載があるのみです。発注仕様書による排ガス基準値の遵守というのは、高温燃焼炉、それから

ろ過式集じん器、湿式洗浄塔、触媒反応塔などでその性能を満たすように求められていたわけです。 

  発注仕様書に基づいて入札希望メーカーからの見積もり仕様書が提出されますが、それは提出され

ました後、他社とは異なって、ＪＦＥのみが発注仕様書にない活性炭吸着塔を設置するということを

記載しておりました。そのため、見積もり仕様書に対して組合側が、メーカーに対して、応札しよう

というメーカーに対して行ったヒアリング調査では、ＪＦＥは発注仕様書にない活性炭吸着塔の設置

をしないと、ダイオキシン類の基準値を保証することが不可能なのですかというふうに、その場で質

問を受けています。答えとしましては、この装置をつけなくても、基準値は守れるというふうに回答

しています。 

  その後、組合は最終的に発注仕様書というのを再度、メーカーヒアリングの後作成して、これを基

本として入札を行うわけですけれども、もちろんＪＦＥのほうも応札して落札しています。この後、

落札メーカーであるＪＦＥは、設計仕様書と設計図書というものを作成しまして、それから建設に至

るわけです。落札後のＪＦＥ提出の設計仕様書には、当然のように活性炭吸着塔が設置される内容に

なっていました。 

  そこで質問１です。設計協議というのが行われたはずですが、その設計協議の際、組合は活性炭吸

着塔の設置を承諾したのでしょうか。それとも、それが不要であるということがヒアリングの際、話

が出ていたという確認ができていなかったのでしょうか、それについてお尋ねします。 

  二つ目、この活性炭吸着塔は、ＪＦＥ社のメーカーの製品であります。このホームページコマーシ

ャルでは、附帯設備がほとんど不要で、低コストで設置できるというふうに書かれています。活性炭

の交換は、カートリッジ方式なっていて、ＪＦＥのホームページでは、年１回程度の交換を必要とす

ると書かれていますが、平成２１年度のカートリッジ交換は一体何回されて、費用は幾らだったかと

いうことを教えてください。 

  三つ目、設計仕様書説明と設計協議などの際、メーカーから、ＪＦＥから、この活性炭吸着塔をつ

けることに当たってのランニングコストの増加についての説明はあったかどうか教えてください。 
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  ４番目です。設計仕様書を各メーカーが提出した際、各機器（高温燃焼炉、ろ過式集じん器、湿式

洗浄塔、活性炭吸着塔、触媒反応塔、灰溶融炉装置）等の性能についての詳細が添付されていたと思

います。組合は、これらの機器の性能について検討されたことと思います。この検討の際、これらの

検討によってメーカーの能力が判定されるわけです。そのメーカーの能力が判定された上で、応札し

てもいいですよという許可が出るわけですけれども、当施設建設の入札の適否がそうやって決定して

いきます。これらの機器の一つ一つの能力について、証明されたデータ、各メーカーが出してきた先

ほどの機器、その機器の一つずつについて性能がデータ的に証明されていたかどうかということを教

えてください。 

  それから５番目です。この国崎クリーンセンターというのは、性能発注でありました。ですから、

その発注仕様書では、こうこうこういうふうな性能を持った施設をつくってくださいということをメ

ーカーに言うわけですね。その発注仕様書の中には活性炭の吸着塔の存在はありませんでした。 

  仮に、活性炭吸着塔がなくても本施設のダイオキシン基準値等、排ガス基準値が守れるものである

ならば、高額なランニングコストを節約するために、この設備を今後作動させないということも一つ

の方法かと思います。それについて、どのように考えておられますでしょうか。 

  ６番ですね。これは、活性炭吸着塔というのは、カートリッジ方式になっていますので、引き出し

のような中に活性炭がいっぱい詰まっているわけですが、そのカートリッジを外して、カートリッジ

を除去した上で排ガス濃度を測定する実験を一度行ってはどうかと思います。これについては、もし

外して排ガス基準値が守れないという場合は、近隣住民の方に非常に御迷惑をおかけしますので、本

当に細心の注意を払ってＪＦＥと交渉の上、一応出なかった、これがなくても守れるんだという強い

ＪＦＥ側の主張があれば、そのような実験も行っていただきたいと思います。 

  ７番。本契約は、性能発注であることから、活性炭吸着塔をのけて、他の排ガス処理設備によって

排ガスの組合基準値を守れるということが必要であったと思います。仮に、その設備を使用せずに他

の装置だけを使用してガスを排出した場合、基準値を守れないというふうな状況が起きた場合、これ

は組合が行った入札前のヒアリングにおいて、ＪＦＥはうそをついた。守れますということを言うて

るわけですから、うそをついていたことになります。もし、うそでないとするならば、ＪＦＥは自社

のプラントの能力を過信していたか、または誤信していたということになりますが、その点について

はいかが思うでしょうか。 

  ８番。ヒアリングにおいて、もし虚偽回答をしていたのであれば、ＪＦＥは本来、その時点で入札

資格を失ったわけですね。この活性炭吸着塔というものをつけないと、うちは基準値を守れないんで

すよというふうに答えていれば、その時点でＪＦＥは入札資格者から外されていたというふうに考え

ます。実際、１０社入札しています。応札にエントリーしようとしていましたけれども、このヒアリ

ングの中で性能を守れないのではないかということで２社は排除されているというふうに聞いていま
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す。 

  ですから、ヒアリングのときの回答が真実であった場合、ＪＦＥは施設プラントの性能を過信、ま

たは誤信したこととなって、これは明らかに施設設備の瑕疵に値すると思うんですね。うちは、これ

なかっても守れるんですよと言うてたのが、実際守れなかったということは、それ以外のプラントに

その能力がなかったということですから、これは絶対に瑕疵だと思います。 

  ですから、瑕疵担保責任を追及されることになりますけれども、これについてはどのように考えら

れますか、教えてください。 

  それから大きな２番目ですね。磁性灰が他施設に比べ大量であることの理由について。これは、先

ほどの美谷議員の御質問の中にありまして、私も答弁を聞かせていただいた中である部分、よく理解

できました。非常にごみ出しのマナーが悪かったのが、分別の方法が悪かったのか、そこの部分に関

係してくるということでした。 

  ですから、関係市町につきましては、さらに分別の内容を、もう１年半経過として新分別の時期が

１年半たっていますので、改めて市民・町民の皆さんに分別の方法について、また広報していくとい

うことが必要であろうかというふうに考えました。ここについては、もう納得しましたので、これは

お答えはいただきません。 

  それから次、３番、ダイオキシンのことなんですが、これは総量規制がこの施設はかけているとい

うことで、先日、御送付いただいた資料５のダイオキシン類総排出量計算書というのでは、２１年度、

年間総排出量が１１万５，８８０．９マイクログラムですかね。ごみ１トン当たりにしますと、１．

９８６マイクログラムとなっています。これは、この施設の総量の基準値、２マイクログラム／パー

トンからすると、危険域にあるというふうに考える必要はないかどうかということを教えてください。 

  特に、８７％が飛灰固化物に含まれているということが気になります。飛灰を処理する場合、キレ

ート剤の使用とか用法の改善、さまざまな機器の使用方法などによって改善することができないのか

どうかということをお尋ねしたいと思います。 

  （１）でお聞きしたろ過式集じん器でフィルタ捕集しますね、まず第一に。そのフィルター捕集し

ものは、これは溶融されますので総量規制値の中に入っていると、計算の中に入っているということ

でしたけれども、活性炭吸着塔のカートリッジですね。カートリッジは、この施設の中で燃やしてい

かれるというふうにお聞きしたんですが、その部分のダイオキシン類、その総量値の中にこれがカウ

ントされているのか、されていないのか。されていないのだったら、される必要がないのかどうかと

いうことを教えていただきたいと思います。 

  それから、４番ですね。灰溶融炉の廃止ということです。先ほど、灰溶融炉の年間ガス代、１億３，

０００万円ほどかかっているというふうに、かなり大きな負担だと思いますが、平成２２年、ことし

の４月、環境省より焼却施設に附帯されている灰溶融固化設備の財産処分についての取り扱いという
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通知がありました。灰溶融炉は、この施設をつくるときには、灰溶融炉はセットでつくりなさいと。

それでないと補助金あげませんよと言われてつくった施設になんですね、ここは。ですけれども、灰

溶融炉というのがさまざまな問題も今まで起きてきていますし、それからランニングコストというの

が非常に高い。それで、燃焼施設で燃やした灰が、それほど宣伝されていたほど灰溶融炉によって減

量されるわけでもないというふうな事情から、あちこちで灰溶融炉の使用はやめたい、または新しい

施設で灰溶融炉をつけないというふうな施設も出てきています。そういうことにかんがみて出た通知

であると思います。 

  灰溶融炉のほうを利用しない、または廃止処分したとしても、もう補助金の返還についてはしなく

てもよいというふうに通知されています。それについては、最終処分地の残存容量が１５年以上ある

とか、さまざまな条件というものがあるわけですけれども、この施設においては、それが可能かどう

かということをお尋ねしたいと思います。 

  豊中市では、これから新しい新施設をつくっていこうという計画を立てておられるわけですけれど

も、その豊中市では、灰溶融炉をつけないというふうな決定をしています。豊中市と１市３町の国崎

クリーンセンターとは、最終処分地というところを同様に使っているわけですね。ですから、豊中市

の灰溶融炉廃止ということが可能であるならば、国崎クリーンセンターにおいても可能ではないかな

と思います。交渉次第ではないかなというところがありますので、それについてちょっとお考えを聞

かせていただきたいと思います。 

  それから５番ですね。施設案内パンフレットの誤記載。７月２７日の環境保全委員会において、委

員のほうから、国崎クリーンセンターの案内パンフレットの誤記載についての質問がありました。こ

れは、かなり以前から、あのパンフレットが出た時点から言われているというものです。私は見ても

よくわからないんですが、蒸気だめの記載間違いということがあると。これについてどのようなこと

か教えていただきたいと思います。 

  子供たちも、わけはわからないながらもそういうものを見ますし、他施設の職員の方、この施設な

どに詳しい方も訪れてこられると思います。その際、こういうパンフレットなどで御案内するわけで

すけれども、その中に間違った記載があるということは、この施設の信頼性に、ある意味小さなみそ

をつけるというか、そういうふうなところもありますので、速やかに、まだ記載が訂正されていない

状況でしたら、速やかに訂正していただきたいと思いますが、これについて教えていただきたいと思

います。 

  それから６番ですね。これは、ちょっと施設とは離れまして、川西市。私は、川西市の市会議員で

もありますが、川西市のほうでは、廃棄物のうちのベッドマットレスとか雨傘とかスクリーンカーテ

ンとかバッテリーとか、そういう物を処理困難物というふうにして、外部の業者に処分を委託してい

たわけです。 
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  平成２０年１０月以降、この廃棄物の処分委託料がぐんと減ってるわけなんですが、月間１５．６

トンあったものが、平成２０年１１月から２１年３月までの間に全くなくなってしまっているわけで

すね、外部に委託していたごみが、この廃棄物が全くなくなってゼロになっているということがあり

ます。その理由について、当市の美化推進部のほうでは、９月以降の収集はあったわけですから、９

月以降の当該廃棄物は、できる限り内部処理を行って、バッテリー、タイヤ、ベッドマットレス、消  

火器等に関しては、北部処理場内の部分に保管しておいて、４月１日以降、国崎が稼働を開始したと

きに、国崎のほうに搬入して処分してもらったというふうに述べています。 

  ２１年３月の収集分がすべて、３月分だけ、すべて３月中に北部処理センターのほうで全部処理で

きたかというと、それは不可能だったと思います。ですから、３月分については残ってしまって、あ

と４月以降お願いして処分していただいた物もあろうかと思います。これは、よその施設でもそうい

うことはあったかなというふうに思っています。施設のごみ自体、施設を閉鎖しましたので、施設の

廃棄物、収集した廃棄物ではなくて、施設内で生じた廃棄物というものもあったと思います。ですか

ら、そういう物も含めてこちらのほうに搬入させていただいたという事実はあるかもしれません。 

  しかし、ほぼ６カ月間の間、そういう廃棄物を本来でしたら、その廃棄物は毎月、毎月業者に４０

０万円から５００万円の費用をかけて出していたわけなんです。それがストップして、６カ月分の廃

棄物をこちらに搬入したというふうに、川西市の美化推進部では述べています。その事実があったこ

とを国崎クリーンセンターの組合のほうでは理解しておられましたか。 

  そして、理解した上で了解をされたのかどうかということをお尋ねしたいと思います。 

  １回目の質問は、以上です。非常に長いので申しわけないんですが、よろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） それでは、宮坂議員の御質問にお答えいたします。 

  まず、１点目の活性炭吸着塔の必要性についてでございます。一般に公共工事は、発注者が設計と

積算を行い、競争入札により施工者を決定する図面発注が大半です。 

  しかし、ごみ処理施設は荷役設備、焼却設備、熱回収設備、公害防止設備等の特殊な設備を含む高

度な技術の集合体であり、ごみ処理の責任を負う地方公共団体が独自に詳細な設計を行うことは極め

て困難であります。このため、ごみ処理施設の建設においては、設計と施工をあわせて契約を行う性

能発注方式の形がよく導入されているところで、国崎クリーンセンター建設に際しても同方式を採用

しております。 

  ごみ処理施設の建設は、多額の建設費用を要し、また、請負業者となるプラントメーカーが独自の

技術に基づいた方式や構造の施設を使用していることから、工事において発注手続を適正かつ公平に

進めることが必要となります。 

  そこで、入札前に入札参加希望者から見積設計図書の提出を求め、各社の独自性を尊重しながら提
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案事項が実施可能であるのか、一定の技術内容の検討を行ったところです。この検討過程においてヒ

アリングを実施し、「見積設計図書に係る各社への質問・回答」を作成し、平成１６年１２月に「見

積設計図書の技術検討書」を取りまとめたところです。 

  検討結果では、「見積設計図書の一部に仕様とは異なる提案もあったが、再確認の必要なものは各

社へ質問・回答によって見積発注仕様書に沿うことを確認するとともに、今後作成する発注仕様書に

明記することとした。これらを踏まえ、各社から提出された見積設計図書の内容については、本組合

が項目ごとに設定した検討基準に対して満足していると考えられる」と記述されております。また、

発注仕様書では、第１章総則の第８節実施設計・施工要領の２、仕様書の記載事項において「本仕様

書は、総合的、基本的な仕様を示すものであり、これを上回って設計・施工することを妨げるもので

ない。 

  したがって、詳細にわたり記載されていない事項であっても、施設の目的達成のために必要な設備、

あるいは工事の性質上、必要と思われるものについては、すべて受注者の責任において補足・補完す

ること。この場合、受注金額の増額は行わないものとする」と規定しております。 

  以上の経緯を踏まえた上で、質問１でありますけれども、設計協議の際、組合は活性炭吸着塔の設

置については、ダイオキシンの厳しい自主管理基準を満足させるため、施工承諾申請を認めたもので

す。 

  質問②、③でありますけれども、平成２１年度の活性炭カートリッジ交換は２回で、費用は約３，

５００万円です。ランニングコストについては、概算の説明を受けております。 

  質問④につきましては、各機器の能力について出されたデータでは、各社とも証明書等の添付はあ

りませんでした。 

  質問⑤、⑥の活性炭吸着塔をなくした形での稼働や実験につきましては、国崎クリーンセンターが

非常に厳しい自主管理基準を設定し、その性能を満足するための排ガス処理設備として現行の活性炭

吸着塔を配置したフローとしていることから、また、地元住民の皆様を初め、広く説明してきており、

現時点では困難と考えております。 

  質問⑦の入札前の技術内容の検討過程でのヒアリング時、ＪＦＥの回答の意味ですが、「触媒反応

塔は脱硝のみを目的とし、活性炭吸着塔については、ダイオキシン除去装置で厳しい規制値を満足す

るため、このようなシステムとした。ただし、活性炭吸着塔を設置しないシステムとした場合でも、

基準値を保証することは可能です」と答えており、その場合には、触媒反応塔を脱硝だけでなく、ダ

イオキシン対応型に変更することが条件として付加されてるという意味です。プラントの能力の過信、

誤信には当たらないものと考えており、質問⑧の瑕疵には値しないものと考えております。 

  次に、大きな３点目でございます。ダイオキシン類総排出量について、ごみ１トン当たり１．９８

６２マイクログラムと自主管理基準値２マイクログラム／トンを達成しておりますが、ぎりぎりの状
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況であることは認識しております。 

  ダイオキシン類総排出量の影響度が最も大きい溶融飛固形物で添加薬品としてキレート剤を入れて

おりますが、これは固化物に含有している重金属の溶出防止が目的でありまして、ダイオキシン類に

対しては効果がありません。 

  また、活性炭吸着塔内の活性炭に含まれるダイオキシン類を総量規制値にカウントする必要はあり

ませんかとの御質問ですが、これは施設点検整備業務を受託しているＪＦＥエンジニアリング株式会

社が専門業者に委託し、焼却処分がなされており、焼却過程でダイオキシン類が分解されるているこ

とから、総量規制の上では施設外への排出とは見ておりません。 

  次に、４点目の灰溶融の廃止についてでありますが、現在、新たにごみ処理施設を建設する場合、

国庫補助または交付金の交付を受けるに際して、灰溶融炉の設置はその要件から除かれております。

既に設置している処理施設についても、平成２２年３月１９日付の「焼却施設に附帯されている灰溶

融固化設備の財産処分について」の通知に基づき、廃止に係る緩和措置が図られたところです。 

  ただし、財産処分承認に必要な条件として５項目の条件が設定されており、そのうち最終処分場の

残余年数に関する項目において、１５年以上の確保が求められております。国崎クリーンセンターの

場合、最終処分場が大阪湾広域臨海環境整備センターになり、現在の認可では平成３３年度までの計

画期間となっていることから、残余年数が約１２年となるため、現状では補助金の返還をせず、灰溶

融炉の処分を行うことは困難であると考えておりますが、一方でフェニックス計画の今後の動向につ

いては注視していく必要があろうかとも考えております。 

  ５点目の施設案内パンフレットの誤記載について御説明いたします。平成２１年４月当時、国崎ク

リーンセンター施設パンフレットのごみの流れ、排ガスの流れを示すフローシートにおいて、ボイラ

ーの模式図が書かれており、その中で水と蒸気の色分けをしておりましたが、色の使用において水の

青色と蒸気の桃色が逆になって表示されていたものであります。現在は、既に訂正されております。 

  最後に、６点目の川西市北部処理センターから持ち込まれた廃棄物についてでありますが、平成２

１年３月末で北部処理センターの破砕施設が閉鎖され、その時点で処理し切れなかったものや処理に

時間のかかるものなど、残務整理として国崎クリーンセンターへ搬入したい旨、川西市から連絡を受

けましたので受け入れをいたしました。この受け入れを１市３町で協議する必要までは感じておりま

せんでした。 

  答弁は、以上でございます。何とぞ御理解賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（小山敏明君） ３番、宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） 御答弁ありがとうございました。 

  一つ目の活性炭吸着塔の件なんですけれども、了解していた。つけることについて、相手方、設計

仕様書を提出され、設計協議などの際に了解されていたということになっていましたら、これは仕方
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がないですけれども、その際、ちょっと聞こえなかったんであれだったんですが、ランニングコスト

について説明を受けておられたということですね。それは、去年の活性炭吸着塔のカートリッジの取

りかえが２回行われていますね。ＪＦＥのホームページを見せていただきますと、年１回程度でいい

というふうに書かれているわけなんです。 

  ですから、どうして２回にふえてしまったのか。そのことについて御説明いただきたいと思います。

やっぱり、３，５００万円といいますと、年間３，５００万円、１０年たてば３億５，０００万円、

４０年ではかなりの金額をそれに投じていかないといけない。それは、途切れることなくあるわけで

すね。今の御答弁・御説明の中では、性能発注であったということですので、全部を含めてＪＦＥの

ほうはダイオキシンの抑制の設計をされていると。 

  活性炭吸着塔はつけなくてもできるんだけれども、活性炭吸着塔をつけない場合は、脱硝設備のほ

うをさらに強化してつくらないといけないというふうな条件があったというお話でしたね。それは、

どちらかの文書に書かれていますでしょうか。それをちょっとお聞かせください。 

  確かに私たちは、これから今後、活性炭吸着塔を使わなくて年間３，５００万円、あるいは１，７

５０万円を節約していけたらいいなとは思っています。けれども、排出ガスの安全性について、経済

性よりか優先されるべきだと思っていますので、そこのところをよくお考えいただいて、できるだけ

２回かえないかんのが１回で済むのかどうかというふうなところについてお答えいただきたいと思い

ます。 

  それから、カートリッジを除去した実験ということは困難であるということですね。それは、私の

ほうも仕方がないなと思っています。正直申し上げて、本当にいつもいつも組合側はＪＦＥの肩もっ

てると私は思ってたんですね。ですけども、だんだんと稼働後１年半もたって、残り１年半しかない

わけですね、瑕疵担保について。先ほども杉岡次長がおっしゃっていたように、鋭意、瑕疵担保期間

内にさまざまな瑕疵を見つけ出して、やっぱり無償で交換または修繕していただく努力を今後行って

いただきたいと思います。これは要望です。 

  それから、灰溶融炉の廃止については、フェニックスの残存年数というものにひっかかって、ちょ

っと今のところは無理だというお答えでしたけれども、今後もどんどんと整備されていきますので、

残存年数はふえていくんではないかと思います。この国崎のごみ量を見てみても、予測していたより

ぐんと低くなっています。経済停滞のためかどうか、それはわかりませんし、多分、一般生活者の皆

さん方もやっぱりごみの減量ということを、今後どんどんと心がけていかれるでしょうし、それから、

販売業者のほうもさまざまなこん包物とか、そういうものの減量について配慮されていかれると思い

ますので、ごみの量は減っていって、残存年数というものが今後伸びていく可能性もありますので、

そのときには素早く交渉をした上で灰溶融炉をストップしてください。それをお願いしたいと思いま

す。 
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  それから、先ほどのダイオキシンの総量規制なんですけれども、この活性炭吸着塔のカートリッジ

を私がお電話でお聞きしたときには、この施設でどうも焼却しているというふうにちょっと聞いてし

まったので、それだと総量規制値にひっかかってくるんではないかというふうに思いましたけれども、

もう一度確認させていただきます。メーカーが外部で処分しているということですね。それについて、

メーカーがもし仮に外部でその物を処分しているのであれば、その処分地、処分方法などをきちんと

確認していただきたいと思います。できれば、どなたかがそちらへ行って、こういうふうに処分して

いますというふうなところを視察をしていただいてもいいかなと思っています。 

  また、それが不可能であれば、私たち議員の中から視察に行かせていただくということも可能。と

にかく、こちらが出したダイオキシンの含まれる物について、最後まで見届けていただきたいという

ふうに思いますので、それについてちょっと返事をいただきたいと思います。 

  それから、施設案内パンフレットが、もう訂正されているということで、一応これについてはよか

ったなと思っています。また、今後もこういう、もうさらにパンフレットを刷り増しするということ

はありませんし、もしあったとしても、正確なものが出されていくということですけれども、施設の

見学ということがたびたび行われています。こちらのほうに私がうかがっても、よくバスで子供たち

も来ていますので正確な情報。子供だから、余りわからんやろうというような感じで不正確なもので

はなくて、少々わからなくても正確なものをそのときに示していく姿勢を持っていただきたい。 

  その子たちが何年かたって、知識の度合いがふえたときに、過去にさかのぼって自分の知識を検証

したりする場合もありますので、興味を持ってそれを眺めるということもありますので、リサイクル

プラザの展示についても間違いのないようにしていただきたいと思っています。それについてどのよ

うに考えておられるのか、ちょっとお答えをいただきたいと思います。 

  それから、最後のうちの市の川西市の問題でありましたけれども、６カ月間のごみをこちらに運ん

だということは御存じなかった。また、そういうふうな合意も１市３町の間でなされていたものでは

ない。ということは、川西市が勝手にそういうごみを運ばせていただいたのかどうかということです

ね。本当ならば、外の業者に頼んで何百万円かの費用をかけて処理しなくてはならなかったごみを、

ちょっと残っているものがありますので運びますということで運ばせていただいている。 

  また、その量について、どれぐらいの量があったかということを国崎のほうでは把握されていない。

一体、どんだけ運んできたんやということがわからないというふうなお返事でありました。川西市の

ほうについても、はっきりとそれを把握されていないというふうな状況です。 

  やっぱり、私が以前から申し上げているように、収集ごみは別ですけれども、別搬入しているごみ、

その内容物、それから回数、重量、そういうことについて組合のほうでは神経をとがらしていただき

たいと思います。確かに、決算報告を見せていただきましたけれども、手数料収入というのがかなり

ありますね。ですから、運んでいただいて、それが収入につながるというのは、一面いいことかもし
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れませんけれども、それがまかり通っていって、本当に産業廃棄物でだんだんと施設が汚染されてい

くというふうなこともありますし、私が先ほどの大塊物の問題で、それで懸念しているのは、私たち

は生活者ですけれども、その生活者としては市や町の分別方法にできるだけ正確に沿いたいと思って

います。それがこの施設の、先ほどおっしゃったような寿命を延長する、または危険を少なくすると

いうことにつながりますので、そういう努力をしています。 

  ところが、事業系の搬入、廃棄物、その中には本当に何もかもいっしょくたに、分別ということに

余り心を砕いていただけないで入ってきているのではないかなというふうな思いもありますので、搬

入ごみについては、その重量、内容物について、今後しっかりと見きわめていただきたいと思ってい

ます。それについてどのように考えておられるのか、ちょっと御答弁いただきたいと思います。 

  川西市のごみについては、いたし方なかったと思っていますので、これは川西市のほうでまた解決

させていただきます。ですから、そこのところでちょっと御答弁をお願いします。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 再質問に御答弁させていただきます。 

  まず、活性炭吸着塔の必要性の部分でございます。どうして年２回取りかえを行ったのかというこ

とでございます。活性炭吸着塔そのものの能力というものがございまして、ＪＦＥのほうから、活性

炭吸着塔の機能としてダイオキシンを除去するんだというふうに聞いておりますし、もう一つ、水銀

につきましても活性炭吸着塔で除去いたしますというふうに、技術的に回答を当時から得ておりまし

て、そういった重金属関係、ダイオキシンの関係を除去いたしますのに、当然、活性炭の寿命がござ

います。そういったことから、必要に応じた状況で交換をしてきておるところですけども、実態とし

て年２回程度が、こちらといたしましても、組合といたしましても、必要だというふうに考えて、年

２回の取りかえを行っております。 

  それから、脱硝の関係の触媒反応塔につきまして、活性炭吸着塔を設けない場合には、その触媒反

応塔をダイオキシン対応型のものに変えなければならないんだということで、そういう説明、文書が

ＪＦＥのほうから出てきておりますかという御質問だったと思います。これにつきましては、文書ま

ではいただいてはおりません。そういう説明を当時受けておるということでございます。 

  それから、活性炭吸着塔を単純に今までどおり年２回でずっとやっていくのか。今後、その削減を

していく対応が可能なんではないか、何とかならないのか。コストの面から考えても２回ということ

にとらわれる必要はないんではないかという御指摘だったと思います。 

  議員おっしゃるとおりだと、私はそのように思っております。ですから、今後は先ほども申しまし

たように、水銀除去のための装置でもございます。ダイオキシンは悲しいかな、連続測定ができるよ

うな項目ではございません。水銀は、私どものほうで煙突の部分で連続測定を行っておりますので、
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その状況を測定値から見ることができますので、そういったデータも活用しながら、それと何しろま

だ本稼働いたしまして１年ですので、実際に活性炭の劣化状態がどういうものであったのかいうとこ

ろまで、まだ厳密には把握し切れていないところがございますので、その劣化の状況なんかの調査も

見ながら、いろいろなデータと組み合わせて、年２回が妥当なのか、２年に３回ぐらいが妥当なのか、

今後も調査してコスト縮減には努めてまいりたいというふうに思っております。 

  それから、ダイオキシンの総量規制の関係でございます。活性炭吸着塔のカートリッジの中にあり

ます活性炭をどこで焼却しているのか。外部で焼却しておるわけでして、広島県福山市にございます

ツネイシカムテックという会社のほうで最終的な処分、焼却を行っております。 

  また、それについて最後まで見届けてもらいたいと。職員の目で確かめてほしいという御指摘がご

ざいました。予算の許す範囲というような条件もつきますが、そうしますと、ここではちょっとよう

申し上げませんけども、検討をしてまいりたいと思います。 

  それから、溶融炉の廃止の項目でフェニックス計画の見直しが今後あるかと思いますので、その動

向については注視をする必要がございますし、それが残余年数が延びるような状況になれば、素早く

ストップしてほしいという御指摘だったと思います。 

  ただ、私どものほうで五つの条件の残余年数もさりながら、実態といたしましては、議員のほうか

ら御指摘もございますダイオキシンの総量規制というものも、溶融炉を中止、あるいは処分いたしま

した際には関係してまいります。また、この後の質問事項にもかかわってまいりますので、そういう

環境の面も配慮する必要があるのではないかなというふうに御答弁させていただきたいと思います。 

  私のほうからは以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） パンフレットの間違いを初めといたしまして、啓発施設等々での啓発材料

に間違いがあってはいけませんよと。これは、当然のことでございまして、できるだけ正確な情報を

提供するということは、そういうふうに努めてまいりたいというふうに考えております。 

  それから、搬入ごみの内容をきちっとチェックすべきだというふうな御指摘でございます。各行政

のほうからの、例えば不法投棄の回収でありますとかそういったものにつきましては、いかんともし

がたいところがあるわけでございますけれども、事業系についてでございますけれども、本年６月に

一部展開検査もさせていただきまして、内容の確認なども行っております。決して、全量検査したわ

けではございませんので、これから定期的にというふうな形になろうかと思いますけれども、そうい

ったことにも当然我々としても一定力を注いでまいりたいというふうに考えておりますので、よろし

くお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） ３番、宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） ありがとうございました。 



 

27 

＋ 

  非常に具体的でわかりやすい御説明をいただけたと思っています。その中で少しまだ疑問が残りま

すので、そのことについてお尋ねいたします。 

  活性炭吸着塔の能力ということなんですけれども、活性炭吸着塔をつけるという仕様になってしま

っていたというふうな御答弁だったんですが、これはダイオキシンだけではなくて、水銀のほうもこ

れによって除去している。だから、年に２回取りかえないといけないんだという御答弁だったんです

が、水銀というのはほかの重金属と一緒に湿式有害ガス除去装置のほうでもかなりとれるというふう

に聞いています。 

  果たして、活性炭吸着塔でどれほどの水銀がとれているのかということもまだわかっていない状況

だと思うんですね。水銀が、装置の中で本当に水銀値が上がってきて困っていた時期がありました。

そのときに、活性炭吸着塔で水銀もカバーしているんだからということで、たまたま取りかえたら水

銀の値が落ちたという事例がありましたね。それ以来、水銀がどのようにして、どこから発生してき

ているのかということをいろいろ検証されているけれども、わからないという状態だとかつてお聞き

しました。今もまだ多分、調査中だと思うんですけれども、そのことについて、やっぱり原因究明が

あった上で、どれぐらいの水銀の発生量があって、活性炭吸着塔によってどれぐらい抑えられている

のか。湿式有害ガス除去装置のほうでどれぐらい抑えられているのかということを検証した上で、で

きる限り活性炭カートリッジの取りかえ回数を減らしていっていただきたいというふうに思います。 

  水銀が出ましたので、そのことでちょっとお願いしておきたいと思うんですが、これも市民の分別

ということに非常に大きな原因がかかってくるかなと思います。東京２３区のほうのこの前、施設の

ほうでは、水銀がすごい量が出てきているというのは、これは乾電池からで、また、あとボタン電池

なんかもほうり込んでいるという、そういうふうなマナーの悪いところから発生しているというよう

な話も聞きました。ですから、ここには各市町の清掃担当の方もお見えだと思うんですけれども、そ

のことは住民にどんどんと広報していっていただきたい。 

  この前、森の泉のほうを見せていただきましたら、そのようなごみの仕分け、分別の内容について

の、本来ならば各市町が行わないといけないようなところを、こちらのほうから広報していただいて

たということも非常に効果があると思いますので、その方面もお願いしておきたいと思います。 

  それからもう一つ、灰溶融炉について、ただフェニックスのほうの延命が図られたとしても、この

施設がダイオキシンの総量規制をかけていく。灰溶融炉においても、規制を、抑制を行っている、あ

るい一部の役割を担っているわけですね。ですから、そこのところでどうなるかちょっと疑問がある

というふうに、今、次長の答えだったんですけれども、そちらは今後数値のほうをよく検証なさって

いただいて、それから各、先ほど申し上げているように脱硝装置、最終の触媒反応塔なんかでの薬剤

の使い方、それから湿式洗浄塔などの温度とか湿度、水分、そういうもので調整をしながら、何とか

クリアできる方向に持っていっていただきたいと思います。 
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  ですから、そういうことに関しましても、先ほど美谷議員が御質問なさっていましたけれども、人

の値打ちといいますか、人的バリューというものが本当に大切になってくると思いますので、そちら

のほうもしっかりとうまってやっていっていただきたいと思います。 

  ですから、お尋ねしたのは、水銀の回答。すいません。水銀が、活性炭吸着塔で水銀もとっている

んだという回答、そういうお話がＪＦＥからあったのは、設計仕様書の段階でしょうか、それともこ

の前カートリッジを取りかえる前の段階だったんでしょうか。それについて、ちょっと答えていただ

きたいと思います。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 水銀の対策除去装置であるというのは、見積もり設計書を私どものほう

でつくりまして、それに対し、見積もり設計図書が各メーカーから出てきております。そのときから、

水銀の対策として活性炭を使うというふうになってございます。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） 次に、１５番、永並啓議員。 

○１５番（永並 啓君） １５番、永並啓です。 

  それでは、通告しておりますように質問をさせていただきます。 

  情報発信について御質問させていただきます。まずは、不適合事象の報告に大きな写真を貼付して

いただき、感謝しております。写真があるほうが、どういった不適合事象が起こっているのかという

ことを判断しやすいので、これからもよろしくお願いします。 

  ちなみに、これらの写真は、職員が撮られたものか、ＪＦＥから提供されたものかということをお

聞きします。ただ、ホームページの不適合事象の項目には、まだ写真のほうが載っていないかと思い

ますので、載せるようにしていただけないでしょうか。よろしくお願いいたします。 

  また、先日発行された広報「森の泉」には、１面にこの施設の案内が、子供が見ても楽しく描かれ

ていたと思います。実際に行ってみたい、ここの工場がどんなふうになっているのかというのを行っ

てみたいという気持ちになった方も多いと思います。実際に今回の広報紙の反響というものがどのく

りいあったのかお伺いいたします。 

  また、紙面という媒体だけではなく、今の時代インターネットという媒体もどんどん積極的に活用

してはどうでしょうか。２月にも提案させていただいたんですけど、バーチャル的な工場見学やごみ

目線のごみの一生、ごみ、捨てられてから燃やされるまでというものをごみ目線で映像化して見ると

いうのも一つのアイデアではないかと思いますので、できるだけ今の情報ツールを積極的に活用して、

住民の皆さんに分別など、ここの猪名川上流広域ごみ処理施設の周知徹底を行っていただきたいと思

いますが、いかがでしょうか。 
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  続きまして、前回もこれも申し上げたことなんですけども、本年度、広報紙の回数をふやしており

ます。漠然と回数をふやしましても、効果は私は低いと当時も申し上げたんですけども、その理由は、

配布された広報を見られる方は、何回出されても見ます。でも、見ていない方は、回数がふえようが

見ません。広報紙の発行をふやした効果をどのように検証していくのかお聞かせください。効果を調

べないということであれば、自己満足の広報になってしまう可能性もありますので、よろしくお願い

いたします。 

  私は、こういった広報は、発行したらどれくらいの方が読まれたか、ランダムにアンケート調査を

行い、その結果をもとに次回の広報紙に生かしていくということが重要と考えます。見ている人に、

何度も見ている、見てもらうという発行の仕方ではなくて、いかに見ていない人に見てもらうように

するのかという取り組みが重要になってきます。調査範囲としては、限定的に地域ごとにしてもいい

ですし、世代ごとにしてもいいでしょう。世帯人数ごと、いろいろあると思いますが、今後、アンケ

ート調査などをする予定はあるかお伺いいたします。 

  それと、ごみ分別の方針についてお伺いします。最近、大都市圏では、ごみを燃やすときにエネル

ギーが発生するという理由もありまして、分別を簡素化して高温で燃やしてしまうという動きが起こ

っておりますけども、この猪名川上流広域ごみ処理施設ではどういう方針で進めていくつもりなのか

お聞かせください。 

  以上で１回目を終わります。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） それでは、永並議員の御質問にお答えいたします。 

  御質問の大きな１点目、情報発信についてでありますが、組合としても住民の皆様の御理解と御協

力、そして信頼を得ていくために、大切な点であると認識いたしております。積極的に取り組んでい

るところであります。 

  まず、広報紙についてですが、今年度より隔月で発行しておりまして、紙面も大幅にリニューアル

いたしまして、今まで読んでいただいてない方にも手にとってページを開いていただけるよう、デザ

インや見せ方に工夫を加えているところです。 

  大変ありがたいことに、手ごたえも感じているところで、広報紙を見て実際に見学に来られた方や

講座などへの参加者からも御好評のお声をいただいております。 

  組合として、ぜひお知らせしたいことをわかりやすくお伝えするとともに、１市３町の情報コーナ

ーを設けるなど、内容の充実に努めているところであります。また、ホームページについては、組合

議会の２１年度の議事録を掲載したのを初め、啓発のホームページでも新たにブログを始めるなど、

情報発信力の強化に努めているところであります。 

  不適合事象の写真貼付についても、４月に起こった「微量の排ガス漏れ」では、写真を貼付してお
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りますが、よりわかりやすい広報を意識し、事例に応じ、今後対応してまいりたいと考えております。

なお、この写真は、組合のほうでも撮影しております。業者のほうでも撮影をしております。 

  次に、動画の配信についてでありますが、コンテンツの作成には専門的な技術やセンスが必要であ

り、作成経費がかさむことが想定されます。また、同じ動画を繰り返しごらんいただけないのではな

いかということも思われますので、現時点では広報紙の充実などに重点を置いているところです。 

  また、組合がリサイクルに力を入れていくという方針であることを住民の皆様により深く御理解い

ただくことについては、組合の情報発信の中でも大切な事項の一つであります。 

  このため、広報紙でごみの行方などの企画記事を掲載していくことも予定しておりまして、住民の

皆様が興味を持って読んでいただけるよう、編集などに工夫をして対応してまいりたいと考えていま

す。 

  続きまして、御質問の大きな２点目「ごみ分別の普及のためのアンケート実施について」でありま

すが、御質問の広報紙の発行回数をふやしたことの効果を把握するためのアンケート調査につきまし

ては、今年度より広報紙でクイズ欄を設けておりまして、その中で、あわせてアンケートを実施して

おります。 

  「一番よかった記事のタイトル」「森の泉を知っていたか」「啓発施設に来たことがあるか」「ご

みの分別に努力しているか」「環境関係で気になることは」の五つの質問にお答えいただくようにし

ております。 

  まだ始めたばかりでございますので、客体数が少ない状況でございますが、継続して実施し、集計

することで、一定の傾向を把握できるものと思っております。 

  直接住民の皆様のお声を聞く絶好の機会ですので、質問内容に工夫を加えるなどして、今後の広報

紙の作成に生かしていきたいと考えております。 

  組合といたしましても、御質問の点については冒頭申し上げましたように、今後とも積極的に取り

組んでまいる所存でありますので、御理解賜りますようお願い申し上げます。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） １５番、永並議員。 

○１５番（永並 啓君） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

  まず、写真のほうは、職員の方が撮られたということですけども、ぜひ自分たちの目線で、最初は

どういった不適合事象なのかということもなかなか把握しづらいと思いますので、最初はとりあえず

写真を撮って、そのデータをどんどんためてください。それが、いずれ動作を管理する際に貴重なデ

ータになっていきます。それは、私もメーカー勤務でしたけども、そういっただれもがわかるような

書類、だれもがわかるような写真つきの物があることによって、引き継ぎなどもスムーズにいけます。 

  もちろん、エキスパートを育てていくということも重要です。ですが、だれもが見てもわかるよう



 

31 

＋ 

な形。エキスパートを育てるということをされるのであれば、ぜひとも最低２人育てていただきたい。

そうしないと、経験上言わせてもらうと、１人の方がどうにかなると、全く機能しなくなります。そ

れが心配がありますので、できればだれもがわかるような、だれでも管理できるような書類、そうい

ったものをどんどん積み重ねて、引き継ぎのほうをスムーズにやって、人事異動があった場合でもレ

ベルが落ちないよう、管理体制をつくっていただきたいと思います。 

  あと、ホームページでのいろいろさまざまなコンテンツの普及ということですけども、お金の問題

ということはわかるんですが、広報紙とインターネットを見る装置というのは、多く異なってくると

思うんですね。特に、今の若い世代の文字離れ、新聞離れなどを考えますと、広報紙を充実させるこ

とも重要ですけども、同等分をホームページに力を入れていく。そうしなければ、バランスのいい情

報発信というふうにはならないと思うんですね。知ってる人だけがさらに詳しく知るではなくて、幅

広く多くの人に最低限の知識を与えていくということが、特にごみ問題について非常に重要かと思い

ますので、インターネット、ホームページの充実ということをこれからも積極的に考えていただけた

らと思います。 

  それに関連して、アンケートのことも一緒なんですけども、広報紙の中にアンケートをつけても、

正直しょうがないんです。それは、読まれた方がアンケートに答えてるんです。私が申し上げてるの

は、いかに読まない人に。ごみ問題に関心がない人、そういった人に一人でも多く関心を持ってもら

うためのアンケートです。 

  ですから、広報紙を見てアンケートを送るという待ちの姿勢ではなくて、こちらからランダムにこ

の地域のこの世代の方にちょっと送ってもらって、反応はどうなのか。見てるのか、見てないのか、

そういうのが返ってくるのか、そういった見てない人にいかに見てもらうか。見てない人に、いかに

ごみ処理施設というものを知ってもらうかという点に重きを置いて、アンケート調査などをしてほし

いという要望ですので、再度そのことについてはお伺いしたいと思います。 

  それと、分別の方針ですけども、リサイクルに努めていくということで、私もありがたいかなと思

っております。それでお願いしたいのは、そのことについてもっと住民に対して情報発信をしていた

だきたい。なぜなら、こうした大都市での動き、こうした動きはマスコミを通じて大きく報道されて

いるんですね。そして、その報道を見た影響かはわからないですけども、住民の皆さんからは、「分

別は余り意味がないのに、何でこんなに分別するの」みたいな、そういった声も聞くわけですね。猪

名川上流広域ごみ処理施設としては、こういった方針でいくんだということをどんどん積極的に住民

の皆さんにアピールしていかないと、マスコミのほうでどんどん報道されていますんで、そういった

方針を理解しないと、なかなか分別のほうも力が入ってこないと思いますので、ぜひともそういった

情報発信をよろしくお願いします。この議論というものは、いずれ出てくると思います。大都市のほ

うでは、どんどんそういった動きになってきます。 
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  ただ私は、本当に分別をやめてエネルギーにかえるほうが、大きなメリットがあるというんであれ

ば、そうしたほうがいいかと思うんですけども、正直何点か疑問が残ってくるんですね。先ほどから

ありましたけども、最終処分場の問題もあると思います。 

  それと、多く分別をやめて燃やす量をふやすということであれば、焼却炉を常に動かしていかない

といけない。ちょっとしたこの比較は、若干、この猪名川上流広域ごみ処理施設とはちょっと関係な

いかもしれませんけども、日本一の大都市である横浜市では、１３分別を行っています。そして、近

年焼却炉を三、四基閉鎖しています。そして、数百億円のコストダウンに成功したと言われています。 

  ちなみに、分別を徹底している横浜市と、どちらかというと燃やすほうの方針である大阪市を比較

すると、横浜市は人口３６８万人、世帯数１５８万、焼却処分量が９４万トンです。大阪市は、横浜

市より人口が１００万人少ない２６６万人、世帯数１３０万、焼却処分量が１３６万トンです。人口

では１００万人、世帯数でも２８万世帯少ない大阪市のほうが、焼却処分量では４０万トンも多く燃

やす。分別を進めたほうが、ごみの焼却量として、減少することは明らかだと思います。 

  そして、燃やさないということにより、ＣＯ２の削減につながり、環境にも優しくなるということ

も言えると思います。 

  人間というものは、楽なほうには簡単に流れますので、せっかく、特にこの１市３町の周りでは、

ごみの分別という意識が高まっておりますので、こうした動きを、意識をもとに戻さないように、ど

んどんここの施設から情報発信を徹底していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（小山敏明君） 総務課長。 

○事務局次長兼総務課長（山内敬之君） 再質問についてでございます。 

  まず、アンケートの件でございます。御指摘のように、広報紙ごらんになっておられない方、いか

により見ていただくか、手にとっていただく、これは本当に難しい問題でございまして、こちらのほ

うに顔を向けていただけてる方に対しては情報は伝わりますけれども、そういう顔がこちらに向けて

いただけてない方、いかに広げていくか、これは大変難しく、また大事な課題であろうかと思ってお

ります。また、アンケートをいたしましても、例えばアンケートをお送りして御返送いただける方、

その率というのもあろうかと思っております。 

  まず私ども、今年度から隔月で広報紙を発行するようにしたところでございますので、まずは広報

紙のほうを手にとって開いて見ていただく、これを最大のねらいとしております。 

  先ほど、局長のほうも特に申しましたけれども、こういったことを重ねていく中で、今後そういっ

た読者の方の反応、または読んでいただけてない方に対する反応、どうしていくのかということは探

っていく必要があろうかと思っております。今後の課題であろうかと思っています。 

  そして２点目、住民の方へのアピールでございますが、これはホームページ、紙ベース、いろんな
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媒体ございます。さまざまな媒体を使いまして、より広く知っていただくということの必要性、重々

感じております。今後、広報紙の企画におきまして、そういったような、より住民の方に分別に対し

て御理解が深まっていただけるようなもの、工夫してまいりたいと思っております。 

  今後、さらに力を入れていく所存でございますので、御理解賜りますようにお願いいたします。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） １５番、永並議員。 

○１５番（永並 啓君） それでは３回目の質問をさせていただきます。 

  まず、アンケート調査のことですけども、今は、今年度は広報紙のほうでやっていくということで

すが、行政機関の情報発信というのは、どちらかというと一方、発信するばっかりなんですね。それ

のレスポンスを聞くというような体制に余りなってないんですね。ふだんの行政のいろんな情報であ

れば、どっちかというと見ない人が損をする。こんなことありますよと言っても、見ない人が損をす

るだけなんですけど、ごみの分別ということに関しては、見ない人が、知らない人が、間違っていろ

んな物を出したことによって、ここの施設の運営にかかわってくるんですね。変な物を持ち込まれた

ら、ちょっとした爆発が起こったり、要らない物が持ち込まれたら、それによって余計にコストがか

かる。 

  情報発信として、明らかにちょっと今までの方法と違うようなやり方をしていかないといけない。

そしたら、まずは例えば、この地域限定に限ってアンケートを出してみる。返ってこなかったら、正

直余り興味ないということも一つの指針でもあります。 

  ですから、何か。いきなりお金をかけて、全世帯にアンケートなんて考えなくていいんです。ある

地域限定でやってみる。そして、そのレスポンスで何かの反応を見てみる。いろんな方法があります。

お金かけなくてもできることっていろいろあると思いますので、ぜひともその工夫をして、見ない人

をいかに見せるか。そういった観点から情報発信を充実させていっていただけたらと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

  以上で終わります。 

○議長（小山敏明君） しばらくの間、休憩いたします。再開は１２時４５分からとさせていただきま

す。 

（休 憩 １１時４８分） 

（再 開 １２時４５分） 

○議長（小山敏明君） それでは、休憩を閉じ、再開をいたします。 

  午前中に引き続き、一般質問を続けます。 

  １７番、平岡譲議員。 

○１７番（平岡 譲君） それでは、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。なお、前段の
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質問者と重複する部分が多々ございますので、その辺御了承のほどよろしくお願いを申し上げます。 

  それでは、環境省通知の灰溶融固化施設の財産処分の件について一般質問をさせていただきます。 

  環境省は、平成２２年３月１９日、「焼却施設に附帯されている灰溶融固化施設の財産処分」につ

いて、都道府県に通知をいたしました。一定の条件を満たせば、平成９年から１６年度に補助金の交

付が決定されて、設置された市町村等の灰溶融炉を財産処分してもよいという、そういうものでござ

います。 

  環境省は、平成９年から１６年度の期間、自治体が焼却施設整備のために補助金を申請するに対し

て、灰溶融炉を付設することを補助金支給の要件としてきました。国崎クリーンセンターも環境省所

管の補助金制度を活用して、灰溶融固化設備を兼ね備えた施設として稼働をしております。市町村関

係者にも環境省から、各都道府県知事に送付された通知を受けて周知されたことと存じます。 

  今回の一般質問は、環境省通知の焼却施設に附帯されている灰溶融固化設備の財産処分についての

件で、組合のお考えをお聞きをいたします。大きく三つお聞きをいたします。 

  １点目、通知を受けての組合の考え方について、今回の通知についての御所見を伺いたい。今後に

おける灰溶融固化設備の存在意義について、組合はどのようにお考えなのか。 

  ２点目、当施設は、財産処分承認を満たす条件に該当するのかどうか。通知の背景には、①ダイオ

キシン対策の推進に伴う排出削減効果の発現（飛灰及び焼却灰のダイオキシン濃度の著しい低下）に

より、溶融固化処理の必然性が低下していること。②３Ｒの推進により、最終処分場の残余年数が増

加していること。③灰溶融固化設備の廃止により燃料の削減で、温室効果ガスの削減に寄与すること

が上げられております。 

  財産処分承認に必要な条件として、ダイオキシン対策、最終処分場対策、そして地球温暖化対策等

を勘案して、五つの項目を満たすことを条件にしております。 

  それでは、五つの項目においてクリアできるのかどうか。承認に必要な条件といたしまして、１番

目、焼却飛灰、いわゆるばいじんは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の基準に基づき、適

切に収集、運搬、処分及び再生されること。特に、処分及び再生に当たっては、セメント固化や薬剤

処理、またはほかの施設での溶融処理など、適切な方法で処分または再生されること。 

  ２点目の条件といたしまして、焼却灰はセメントや各種土木材料等としての再生利用、または他の

施設で溶融処理することが適当であるが、やむを得ず埋め立て処分を行う場合は、維持管理基準等に

適合すること。 

  ３番目、「廃棄物処理施設整備計画、平成２０年３月２５日に閣議決定された分の重点目標等にお

いて、最終処分場の残存容量、１５年以上確保されていること。 

  四つ目、温室効果ガスの削減に寄与するため、灰溶融固化設備の廃止に伴う燃料等の削減量と、新

たに発生する焼却飛灰及び焼却灰の収集、運搬、処分、または再生に伴う燃料等の増加量を試算した
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結果、ＣＯ２の排出削減が客観的に明確であること。 

  最後の５番目の条件といたしまして、灰溶融固化設備のふぐあいを意図的に放置したために、休止

に至る等、灰溶融固化施設の運転に不適切な事態が生じていないこと。 

  以上、五つの条件について、クリアできるのかどうか、お伺いをいたします。 

  その３番目、飛灰及び焼却灰を灰溶融炉固化設備で処理した場合のコストと、最終処分場へ運搬し

処分した場合のコスト比較について、概算でもいいのでお示しをいただきたい。 

  以上、最初の質問を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） それでは、平岡議員の御質問にお答えいたします。 

  まず、１点目の環境省の通知を受けての組合の考え方についての御質問であります。今回の通知に

ついての所見でありますが、国崎クリーンセンター建設当時の国庫補助の要件として国の方針は、ご

み焼却施設の新設には、灰溶融固化設備の設置を義務づけておりました。 

  今回、ダイオキシン対策の推進に伴う排出削減効果の発現、３Ｒの推進による最終処分場の残余年

数の増加、温室効果ガスの削減を背景として、灰溶融固化設備の財産処分について、定められた条件

をすべて満たした場合、補助金の返還を要しない取り扱いとする旨の通知が出たわけですが、国崎ク

リーンセンターの建設目的は、１市３町のごみ処理基本計画をもとに、ごみの減量化と資源化に向け

て、焼却施設及びリサイクルプラザを建設し、ごみ処理施設から排出される有害物質等による環境負

荷を現状より低減させるとともに、一般廃棄物の安定的かつ適正な処理及びリサイクルを行い、循環

型社会の構築に寄与することとしております。 

  また、ごみ処理基本計画では、施設整備の基本方針として、①公害・環境汚染を引き起こさないこ

と。②最終処分量を減量化できることなどとしております。さらに、御案内のとおり、豊能郡美化セ

ンターの教訓も背景として、排ガス等の自主管理基準値は、大変厳しく設定されております。 

  ごみ処理の方式については、焼却方式検討委員会等の審議もいただき、この地域にふさわしいごみ

処理施設として、現在のストーカ炉プラス灰溶融炉の方式となっております。 

  こうした国崎クリーンセンター建設までのさまざまな経過や地域の実情を考慮したとき、今回の国

の方針変更の背景として説明されている内容につきましては、理解をできるものではありますが、国

崎クリーンセンターにとって本格稼働後わずか１年余りの時期であること。当センターの目指す最終

処分量の減量化の方向を簡単に変更できるのかなどから、少し唐突な印象と戸惑いをもって受けとめ

ております。 

  次に、今後における灰溶融固化設備の存在意義についてでございますが、焼却灰、飛灰に含まれる

ダイオキシンを分解する技術につきましては、現在実用化されている施設では、最も一般的で確実な

ものでありますので、地域生活環境への安全・安心を考慮する上で、国崎クリーンセンターには重要
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な施設と考えております。 

  ２点目の当施設は財産処分承認を満たす条件に該当するのかの御質問であります。承認に必要な五

つの項目について、種々検討・確認をする必要がございますが、最終処分場の残余年数関係以外の条

件については、おおむねクリアできるものと考えております。ただし、国崎クリーンセンターの場合、

最終処分場が大阪湾広域臨海環境整備センターになりますので、同センターの計画では平成３３年度

までの埋め立て期間となっていることから、残余年数が約１２年となるため、この条件につきまして

はクリアできない状況にありますが、一方でフェニックス計画の今後については、注視していく必要

があろうかと考えております。 

  続いて、３点目の飛灰及び焼却灰を灰溶融固化設備で処理した場合のコストと、最終処分場へ運搬

し処分した場合のコスト比較についての御質問であります。搬入ごみ１トン当たりの処理経費を計算

いたしますと、飛灰及び焼却灰を灰溶融固化設備で処理した場合は、灰溶融固化設備としてのコスト

は６，３８９円となります。現在のプラントシステムから、灰溶融炉を停止させた場合、灰溶融固化

設備にかわる飛灰及び焼却灰の処理装置等を残したプラントシステムに変更したと仮定したときの当

該装置に関連するコストを推計いたしますと、約２，２００円となります。約３分の１にコストが低

減される要因は、溶融のためのガス代が不要になること。運転管理委託料、施設点検整備委託料、人

件費などが残存する処理装置等の構成に応じて削減されることなどが上げられます。 

  以上のように、コスト面では有利に働く一方で、ダイオキシン類の排出量でプラントシステム変更

の影響も生じてまいります。焼却灰と飛灰が重金属対策を講じただけで施設外に排出される形となり

ますので、それぞれのダイオキシン類含有量を分析しないことには明確にはできませんが、一般的な

知見としては、「ダイオキシン類発生防止対策等ガイドライン」の中の資料において、排ガス、焼却

灰、飛灰に含まれて排出されるものの総量を代表的な値として推計しており、ごみ１トン当たり約４．

２５マイクログラムと示しております。 

  このことは、国崎クリーンセンターのダイオキシン類総量規制値の２マイクログラム／トンを超過

する可能性を示唆することになりますので、環境面への配慮についても並行して慎重に検討していく

必要があるものと考えております。 

  答弁は以上でございます。何とぞ御理解賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（小山敏明君） １７番、平岡議員。 

○１７番（平岡 譲君） どうもありがとうございました。 

  １番目の質問ですね。唐突なものを出されたというような答弁だったと思うんですけれども、国崎

クリーンセンターのコンセプトを考えたときというのは、かなり前の話になると思うんですけども、

その中でもちろん当時、設計段階のところから、また補助金を仰ぎながら建設をしていくという過程

の中で、ストーカプラス灰溶融炉というような当時の方針の中で現在進められて、昨年の４月からカ
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ウントとして稼働しておると。 

  そういった背景の中で、平成２２年３月に環境省のほうからこういう通知が来たという形の中で、

では、現状のコンセプトを生かしたまま、稼働してまだ日が浅いという形の中で唐突だなというのは、

私にも理解ができます。 

  しかしながら、環境省がこういった通知を出された背景というのも、経済性の問題、あるいは安全

性の問題、そして地球温暖化の問題等々含めて、あとごみ処理に関する考え方が変わってきたという

のもありながら、そういったところで出されたものだと思っております。 

  いわゆる、１市３町で決められたごみ処理計画で循環型社会形成という形の中で、今のごみの処理

のあり方というのが確立されたという部分は、確かにわかります。豊能町のダイオキシン問題で、そ

ういった部分もあった中で自主規制というか、自主管理基準というのもかなり相当厳しく、環境に優

しい、地域住民にとって信頼できる国崎クリーンセンターの建設というところが頑張られたというの

も、かなり私も理解しているところでございます。 

  しかしながら、時代の変遷に伴って考え方も変わってくるのも通例でございます。そういった中で

再質問させていただきたいのですが、その前に２番目の質問の答弁をいただいたように、五つの条件

という形が環境省のほうから財産処分できるよという部分で提示をされたんですが、五つのうち四つ

はクリアできるだろうと。 

  しかしながら、最終処分場の残余年数というところが、３Ｒの推進とか、あるいは産廃も減ってい

る。当然、一般廃棄物の総量も減っているという中で、残余年数は確実に延びていっているというこ

ともだし、調べた中で結果として理解をしておるんですが、今、平成３３年までの計画で１２年とい

う、残余年数が若干延びていると思います、以前から比べれば。そういった中で、今後の環境省がも

ちろん打ち出しています最終処分場のあり方、そしてごみの減量化によって残余年数も延びていって

いるという状態もありますので、その辺のところにも力を入れていくという、そういった環境省のほ

うの基本計画というか、そういったのも打ち出されている中で、今後の動向に注視をしていくという

ことなので、注視をしていきながら、今後のあり方というのを考えていかねばならない時期が来よう

かなと、そういうふうに思っております。 

  それと、３番目のコスト比較で現行の灰溶融炉固化設備で処理して、運搬して、最終処分場に埋め

立てられているという、そういったコスト、かなり高額になってきておるというところも、今の答弁

で明確になったかなと思います。 

  １トン当たり固化して処分する費用というのが、トン当たり６，３８９円。仮に、灰溶融炉施設が

なかった場合を仮定して、前の川西市では北部、南部とありまして、焼却灰を処理するのにし灰をそ

のまま最終処分場に持っていって処理をしてもらう。飛灰については、ある程度固めてキレート剤等

とかで処理をしながらやっていると。そういった形の比較でコストが３分の１になっていくという部
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分で、これからごみの減量化とともに、処理施設、処理コストという部分も削減していかねばならな

い。 

  それと、また環境的な問題の中で、その処理をすることの形も変わってくる可能性というのもあり

ますので、そういったところをまた熟慮して考えていただきたいと思います。 

  再質問に移らさせていただきます。 

  前段の質問者でも質問の内容とちょっとかぶる部分があるんですけども、平成２２年３月、豊中市、

伊丹市クリーンランド、新ごみ焼却施設整備基本計画を取りまとめました。整備基本計画の策定に当

たりましては、クリーンランドでは専門的知見を有した学識経験者からなる技術委員会を組織して、

専門的知見から、公平・公正な処理方式の検討を依頼し、技術委員会の検討結果を参考に、新ごみ焼

却施設整備事業に採用する処理方式を選定されました。 

  処理方式に関して客観的かつ詳細な評価基準に基づいて、公平かつ慎重な評価が行われて、新ごみ

処理施設に適合する最もすぐれた処理方式は、経済的な面でストーカ方式であることが技術委員会よ

り報告がされております。 

  また、技術委員会での評価結果において、クリーンランドが仮に溶融施設を選択した場合でも、近

隣施設でのスラグ再利用状況を踏まえると、確実な全量資源化利用は懐疑的であると。仮に、全量を

資源化できない場合は、スラグを最終処分せざるを得ないということについても指摘をされて、結果、

灰溶融はしないことを明確にしております。これは、もちろん溶融固化設備で溶融スラグがつくられ

た、生成された、それが本当に利用に結びつくのかどうかというところは懐疑的だということをうた

っています。 

  そして、仮に全量を資源化できない場合は、結局、最終処分で埋め立てにしてしまっていると。今、

現行、国崎クリーンセンターも全部を埋め立てという形で処分をしておるのが事実でございます。 

  そういった面も踏まえて再質問させていただくんですが、国崎クリーンセンターにおけるスラグ再

利用の考え方について。現在は、灰溶融炉で処理された溶融スラグ、溶融飛灰固化物などは、すべて

埋め立て処分されています。施設稼働から１年数カ月がたちました。スラグのＪＩＳ規格を得るため

の溶融試験などの動向、再利用するための手続、スラグ自体の需要が本当に見込めるのかどうか、現

状をお聞かせ願います。これが１点。 

  また、灰溶融炉固化施設の稼働による、灰溶融施設に係る年間維持補修経費の問題がございますＪ

ＦＥから引き渡されて、約１０年間で９億３，８６０万円のコストがかかります。また、人件費コス

トやガス燃料経費、これは１億２，６００万円、平成２１年度分でそれだけかかっていると。 

  そういうことから考えて、本当に灰溶融固化設備が必要なのか。時代にあったものなのか疑問に思

いますが、その点についてのお考えをお聞きします。 

  以上、再質問は終わります。 
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○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 平岡議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

  スラグの再利用の考え方でございます。国崎クリーンセンターのほうでは、こちらを建設いたしま

すときに、スラグにつきましても再利用を処理の方式として取り入れていくというふうに、建前上決

めております。実際のところは、議員御指摘のとおり、再利用はできておりませんで、全量フェニッ

クスのほうに処分いたしております。今に至る過程の中で、会社名はちょっと出しませんが、アスフ

ァルトメーカーさんのほうと協議をいたしまして、議員御質問の中にもございましたＪＩＳ規格を通

す格好の品質のものができたとき、これは試運転期間のときでしたけども、それをアスファルトメー

カーのほうに提供いたしまして、実際にアスファルトを作成いたしました。そのこしらえましたアス

ファルトを、この施設の今私どもは管理棟の３階におるわけですけども、リサイクルプラザの建物と

の間に通路がございます。その通路におきまして、新設舗装するときに、試運転のときに発生しまし

たスラグでこしらえましたアスファルトを実際に引いております。あるいは、リサイクルプラザのほ

うに展示しておりますけども、テストピース、こういう丸いアスファルトの物も、こういう物ができ

るんですよという意味で展示をさせていただいております。それが実際に再利用した例でございます。 

  あと、今後、議員がおっしゃいますように、需要がどの程度見込めるのか。私どものほうで生成い

たします約４，０００トンのスラグが全量はけるものなのかどうか等々、検討をしてまいりたいとい

うふうに思っております。 

  それから、時代の変遷とともに溶融方式というものを継続すべきなのかどうかというところでござ

いますが、局長の答弁にもございましたように、国崎クリーンセンターでは、ダイオキシンの排ガス

規制が非常に厳しいとともに、ダイオキシンの総量規制というものを実施してございます。その基準

が２マイクログラム／トンということで、日本国内でも私が知る限り、一番厳しい基準を採用してお

りますし、総量規制ということを実際にやっておられる処理場のほうも非常に少ない実態がございま

す。 

  そういった中で、経緯を考えますと、今直ちには溶融炉を停止するという考え方を示すわけにはま

いらないと思いますが、コストのことも十分考える必要が、検討する必要はあるのかなというふうに

思っておるところです。 

  私のほうから、答弁は以上でございます。 

○議長（小山敏明君） １７番、平岡議員。 

○１７番（平岡 譲君） どうもありがとうございました。 

  溶融固化物、いわゆるスラグについて、本当に需要があるのかなといったら、いろいろ調べてみた

んですが、なかなか他市でも全量というのは難しい。アスファルトに使う約１０％ぐらいですか、そ

れに含有させて、そういうアスファルトというところで再利用していたという部分があるんですが、
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なかなか需要があるとは言い切れないということで、実際、需要が全量あれば、平成２１年度のごみ

処理費の詳細について資料提供してもらっている部分でもあるんですが、運搬処分費でも６４４万５，

０００円、埋め立て処分量でも1、８４６万９，５００トンと、こういう部分が、売れる物ですから

処分で取りに来てもらったらいい話なんで、それは交渉事になると思うんですけども、なかなかそれ

だけの需要があるとは思えないというのが一つにあります。 

  それで、灰溶融炉を本当につけてよかったのかどうかというのは、またいろんな形で評価はできる

と思うんですけれども、いわゆる溶融固化物が売れるかどうかだけで考えれば、売れないだろうと。

今までどおり最終処分場で処理をされると。運搬経費、あるいは埋め立ての処分料というのはかかっ

ていくということで、灰溶融炉ができて、その分だけで言えば経費は削減できなかったというような

形で推移をしていく可能性が高いというふうに、一つ指摘をさせていただきます。 

  それと、少し戻って申しわけないんですけども、財産処分ができる条件で、一つはフェニックスの

埋め立て最終処分場の残余年数の問題があります。先ほど答弁があったように、１市３町での基準で

すから、それを直ちに変えるということは難しいという形の中で、自主基準の高さというのが、一つ

大きな問題にもなっていくとは思います。灰溶融炉固化設備をなくそうと思うと。そういったところ

をこれからどういうふうに考えていくのかなというような問題が、これから出てくるんだろうと、私

自身思っております。 

  いわゆる、ダイオキシンの総量規制、国崎クリーンセンターのこの施設で排出ガス、あるいはダイ

オキシン類の総量規制というのが、かなり２マイクログラム／トンですね。それぐらいということで、

一般の基準値の半分という形で４．２ぐらいとおっしゃってたんで、この自主基準値がある限り、灰

溶融炉で固化させて、ダイオキシンを抑えて搬出しなければならないということ。これが一番大きな

ネックにこれからなってくるんだろうかなという部分があって、なかなか財産処分という部分につい

ては、相当な議論が１市３町でされなければ、なかなか灰溶融固化設備の財産処分というのはできな

いというのがわかりました。 

  ただ、インターネット等発達していますから、灰溶融炉に関する書き込みというのはたくさんござ

いまして、耐火れんが等の損傷なのでメンテナンス費用が膨大になっているとか、あるいはエネルギ

ーを多量に消費する問題。インターネットのホームページを見れば、かなり出てきます。 

  今回の灰溶融炉の財産処分承認基準の運用に関する通知は、灰溶融炉推進をしてきた環境省として

は、従来の考え方から、唐突だとおっしゃったように、大きく転換というか変換する内容でございま

す。通知の背景に三つの先ほど理由が上げられておりました。飛灰及び焼却灰のダイオキシン濃度の

著しい低下で、灰溶融固化処理の必然性が低下していること。３Ｒの推進により、最終処分場の耐用

年数が増加していること。三つ目、温室効果ガスの削減に寄与するという部分がありました。 

  この３点目の温室効果ガスの削減に寄与するという点をとらえておけば、温室効果ガスの削減とい
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うのは、我が国の環境政策の最重点課題の一つでもございます。１８０万６，７１０立方メートルの

ガス燃料が、平成２１年度で使われていると。これを燃やすとかなりの温暖化というのが進んで、排

出ガスもかなり出しているという部分がございます。 

  この温室効果ガスの問題なんですが、平成１７年度における廃棄物分野からの温室効果ガスの排出

量、これは廃棄物処理施設整備計画、これは平成２０年３月に出された分の中でちょっと調査させて

もらったんですけれども、廃棄物分野からの温室効果ガスの排出量、これは我が国の総排出量の約３．

５％を占めておるそうです。京都議定書の基準年度である１９９０年度から比較すると、平成１７年、

２９．５％増加している状況にあるというのも指摘をされております。 

  廃棄物処理施設の整備に当たっては、温室効果ガスの排出抑制に配慮することは、極めて重要であ

るとも書かれております。こういった部分につきましても、本当に灰溶融炉を使いながら、それだけ

の温室効果ガスをどんどんどんどん出していくのが本当にいいのかどうかと、これも一つ検証もして

いかなければならない、そういうふうに私は思っております。 

  それと、平成２０年３月２５日に出された廃棄物処理施設整備計画の中でも、平成１５年からの廃

棄物処理施設整備計画の評価として、平成１４年度から１７年度までの推移を見ていますと、ごみの

リサイクルについては、１６％から１９％へ伸びを示しております。ごみ減量処理率につきましては、

９５％から９７．１％、一般廃棄物最終処分場の残余年数は、日本全体で１３．８年から１４．８年

まで延びておるというのも出されております。着実にこういった部分をとらえてみましても、ごみの

減量化というのは向上しております。 

  平成２０年に出された廃棄物の処理計画におきましては、ごみ総排出量、これは目標値になるんで

すが、平成１９年度見込みの約５，２００万トンを５年かかって平成２４年度には５，０００万トン

に削減をしていくと。ごみのリサイクル率につきましては、平成１９年度の見込み２０％を５年後の

平成２４年度には２５％にするという目標を掲げております。 

  また、ごみのリサイクルや減量化を推進した上で、なお残る廃棄物については、生活環境の保全上

支障が生じないよう適切に処分するため、最終処分場の設置または改造。既に、埋め立てられている

ものの減容化等によって、一般廃棄物の最終処分場の整備を推進する、こういったことも進められて

いきます。一般廃棄物最終処分場の残余年数、平成１９年度の水準、これは１５年分なんですが、そ

れを維持することを目標としています。 

  そういった流れがある中で、プラス３Ｒの推進、リサイクル法に基づくごみ減量化に伴って、これ

から将来的に見れば最終処分場の残余年数も延びていく傾向にあると思います。こういった三つの視

点から、私言わせてもらったんですけども、そういったことを１回、こういった環境省の通知でまた

基本計画等々、国の部分も変わった分もございますので、では、国崎クリーンセンターとして、確か

にもともとの原点になるコンセプトは忘れてはいけないと思うんですが、時代の流れとともに本当に
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灰溶融炉固化施設、設備というのが、本当に将来的にいいものかどうか。経済性、安全性等を踏まえ

た中で、それと地球温暖化という大きな、政府が削減する目標がございます。そういった中でしっか

りと、こういうところをきっかけに、将来的な灰溶融炉の存在意義というのをもう一度検証していた

だきたいように思うわけでございますが、そこにつきまして、管理者に最後お尋ねを申しまして、私

の質問を終わらせていただきます。 

  ありがとうございました。 

○議長（小山敏明君） 大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） ただいま、平岡議員から、大きな課題といいますか提案があったように思い

ます。午前中にも提案をいただいたところでございますけれども、私ども昨年の４月にオープンいう

ことでございまして、議員も御指摘のとおり、この経過、ダイオキシン等の経過は十分御認識だと思

います。そのことを踏まえて、やっぱり、ただそれにとらわれることなく、広範囲に検討していく必

要はあろうと思いますけれども、まだ今現時点におきましては、いささか、今は事務局長も答弁しま

したですけど、唐突な感というのは、私どもにとりましては、そういうふうな感覚もございますので、

いろんなことを含めて条件は探ってはいきたいと思っておりますけれども、今すぐに御指摘等につい

て対応できるかといいますと、そうはなかなかいかないもんではないかなというふうに認識しており

ます。 

  今後の課題ではあるかなというふうな認識でございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（小山敏明君） 次に、１６番、黒田美智議員。 

○１６番（黒田美智君） 川西市の黒田美智でございます。 

  大きく三つの点で一般質問をさせていただきます。一つは、猪名川上流広域ごみ処理施設組合が施

設運転管理業務、焼却施設及び定期点検保守業務の実行管理に当たり、大阪市環境事業協会に技術的

視点からの助言や指導を行い、組合業務の円滑な遂行を実現することを目的として、平成２１年１０

月から業務委託を行いました。そのことについて、３点についてお聞きします。 

  一つは、施設稼働後、不適合事象はランク別、年度別に何件あったのかについて。 

  二つ目は、大阪市環境事業協会と契約前後で変化があるかについて、不適合事象発生等への成果の

具体について。 

  三つ目は、今後の課題についてです。 

  大きく二つ目は、煙突からの排ガス、大気質調査における基準値を超える「水銀」値についてです。

本格稼働になり、「水銀」の基準値を超えるようになってから、調査中だと言うまま経過をしてい

ますが、その原因について、及びその後どうなっているのかについて。試運転時は、基準値を超えて

いないことと、「事業系等ごみの搬入」との関係についてもお聞かせください。 

  大きく三つ目は、施設組合として「公契約条例」を制定することについてです。公的施設における
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公金の使用、委託料も含めてについて、「施設組合」としてその実態を十分把握すべき、透明性を担

保すべきだと考える方向で、施設組合としての「公契約」の決まりをつくるべきだと考えますが、い

かがでしょうか。 

  一つは、委託主である組合は、施設で働くさまざまな職員の労働条件を把握するべき（契約書に記

載しているという、そのようなことだけではなく、その具体をいかに担保すべきか）と考えますが、

いかがでしょうか。 

  もう一つは、よりよい仕事をし、経験を積んでいただくためにも、職員の定着率が大切だと考えま

すが、いかがでしょうか。稼働後、施設運転管理業務の職員定着率などの把握についても、組合とし

てどのように考えておられるのか、その具体的なあり方などもお聞かせください。 

  三つ目として、組合と委託先との情報の共有、説明責任、透明性の担保など、前進させていくこと

が必要だと考えますが、総括的にいかがかということについてお聞かせください。 

  以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） それでは、黒田議員の御質問にお答えいたします。 

  １点目の財団法人「大阪市環境事業協会」への業務委託の成果について御答弁させていただきます。 

  まず１番目、不適合事象は何件あったのかについてですが、不適合事象対応マニュアルは、平成２

１年４月から摘要しておりまして、４月から９月までの上半期で区分３が１０件、区分４が３０件、

計４０件発生しております。１０月から３月までの下半期では、区分２が１件、区分３が６件、区分

４が１６件、計２３件発生しております。平成２２年度では、４月から７月までの４カ月間の件数に

なりますが、区分３が３件、区分４が３件、計６件発生しているという状況でございます。 

  ２番目の御質問ですが、まず、国崎クリーンセンター技術支援業務委託における業務内容は、次の

三つの事項の技術支援を掲げております。 

  第１に、施設運転管理業務委託の実施に伴い、提出される日報、点検報告書等のチェック及び現場

巡視、第２に、施設点検整備業務委託の実施に係る執行状況のチェック及び次期計画内容の妥当性の

検討。そして、第３に不適合事象の原因究明や対策の立案等についての技術支援であります。 

  平成２１年１０月１日に当該業務委託を契約したわけですが、その前に比べ、後のほうが不適合事

象発生件数は減少しております。ただ、この実態が大阪市環境事業協会の成果であると過信をするつ

もりはありません。うまく機能し始めているとは思っていますが、一方では初期トラブルが時間の経

過とともに減っている可能性もありますので、どちらの要因であるのか、両者の影響によるものであ

るのか、確信を持つには至っておりません。 

  今後は、組合職員の技術向上のため、大阪市環境事業協会のアドバイスを受けるだけでなく、他施

設との情報交換など積極的に取り組み、施設点検整備費用の低減につなげていくことが課題であると
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考えております。 

  次に、２点目の御質問でございます。水銀濃度の基準超過の原因とその後の状況についてですが、

まず、平成２２年６月２２日に「排ガス中の水銀濃度の基準超過に係る改善について」ＪＦＥエンジ

ニアリング株式会社社長あてに指導書を送付し、原因の究明と改善計画書の提出を指示したところで

す。７月１５日には、ＪＦＥエンジニアリング株式会社から、平成２２年３月９日の水銀測定結果と、

これに対する改善（案）が提出されました。ただし、同改善（案）では、単に事象を抑制するための

対策にとどまっており、原因の究明、根本対策には至っていないものと判断し、さらなる原因の究明

を指導したところであります。 

  また、組合といたしましても、放置できない事態との認識から、大阪市環境事業協会のアドバイス

を受けながら、原因と想定される箇所の影響を取り除き、その上で実際に炉を立ち下げる実験的運転

を８月６日に実施し、データ蓄積に努め始めたところです。 

  基準超過と「事業系ごみの搬入」との関係につきましては、想定として、体温計や血圧計など、水

銀を含むごみが可燃ごみに混入して搬入されるケースが考えられますが、このことも含めて、本年６

月に事業系ごみ搬入車両の展開検査を行ったところであり、多量のワイパーが混入していたもの、大

型の木片が混入していたものを発見いたしました。水銀を含むごみにつきましては、発見しておりま

せん。ただ、６月の展開調査では、検査できた車両数が少なかったため、今後も定期的に実施してま

いりたいと考えております。 

  なお、平成２０年度の試運転時にも水銀の基準超過は見られておりましたので、試運転時、本格稼

働後といった時期的な要因は含まれていないものと思っております。 

  続きまして、御質問の大きな３点目、「施設組合として公契約条例を制定することについて」御答

弁申し上げます。 

  公契約条例は、公的な機関が発注する工事や委託業務に従事する労働者の公正な賃金や適正な労働

条件を確保しようとするものであるとされています。労働者の賃金や労働条件につきましては、労働

基準法や最低賃金法などの関係がございますし、また、関係行政庁がございますので、そちらが本来

の窓口になろうかと思っております。 

  一方、受注業者にとっては雇用契約や元請、下請関係など、民と民との関係でもあります。基本的

には、賃金その他の労働条件は、法律により制定されるべきものであり、国における公契約法の検討

状況を注視していくこととしております。 

  ただ、こうした中ではありますが、一部の自治体で公契約条例を制定、もしくはそうした動きがあ

ることも聞き及んでいるところで、そういうことも勉強させていただきながらやっていく必要があろ

うかと思っております。 

  次に、お尋ねの点についてでありますが、労働条件などの個々の把握は行っておりません。現状に
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おいては、仕様書あるいは入札のしおりの中で関係法令の遵守について周知指導しているところでご

ざいます。 

  また、職員の定着についてでありますが、経験を積んだ方に業務をお願いしたいというのは、当然、

私どもの思いでもございます。お尋ねの定着率としての把握は行っておりませんが、異動や離職など

により業務に従事する職員の方に変更があった場合には、報告をいただくこととなっておりますので、

従事者については把握いたしております。 

  次に、組合と委託先との情報の共有、説明責任、透明性の担保などについてでありますが、当組合

の契約関係は、川西市に準拠しており、川西市のほうでも公契約条例について勉強されているとのこ

とでございますので、情報提供やアドバイスなどをいただきながら、今後の動向を見定めてまいりた

いと考えているところでございます。 

  今後とも、よりよい労働環境の維持については前向きに取り組んでまいる所存でありますので、御

理解賜りますようお願い申し上げます。 

  答弁は、以上でございます。 

○議長（小山敏明君） １６番、黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） ありがとうございます。 

  一つ目の大阪市環境事業協会の部分です。今、局長のほうからは、不適合事象が減っているけれど

も、過信はできないというようなことも聞かせていただいて、その部分は本当に私も同じ思いかなと

いうふうにもしているところです。 

  そこで、一つ確認をしたいのは、この大阪市環境事業協会のところで主任技術者という方は、十分

な経験を有するというところで配置もしていただいて、業務を遂行するということになっていますが、

これは経験だけなのか。もしくは、何か有資格というようなことが決められているのかというところ

を少し詳しく教えていただきたいと思います。 

  ですから、この経験も、例えば現場で５年ぐらい働きましたよとか、１０年以上ですよみたいなこ

とで、施設組合から委託をするときに何かありましたら、その部分についても教えていただきたいと

いうふうに思っているところです。 

  それから、課題というところでは、施設組合と協会のほうとの意思疎通もきちんとしながら、三つ

の点で提言ももらっていくという状況があるわけですけれども、今のところそこは順調に行われてき

たということなのか。もしくは、お願いをしていた三つの部分で、いやいやもう一度再検討をしてく

ださいというふうに施設組合のほうから差し戻したような案件があるのかどうかというのを聞かせて

ください。１点目では、その部分をお願いします。 

  それから、二つ目の水銀の部分です。一つは、やっと６月に全体調査を行った。今おっしゃられて

いるように、台数として少ないと言われたんですが、この少ない台数というのは、何台でしょうかと
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いうのが１点。 

  それから、先ほど午前中の議員の中からも出ていましたが、８月に東京２３区で高濃度の水銀汚染

という形で炉がとまってしまったというようなことがありました。その中で、やっぱりかなり高濃度

の水銀を含んだものが紛れ込んだんだろう、もしくは産廃と知っていて不法投棄があったかもわから

ない。でも、残念ながら、これも今のところ定かではありませんが、足立工場のほうでは、実は１時

間当たり２００グラムの水銀を取り除く排ガスの浄化装置を備えているというような情報があります

が、この施設組合の部分でいけば、今の性能の中では大体どれぐらいの水銀を取り除く装置を備えて

いるのか。 

  先ほどから出ています活性炭という部分もありますし、湿式というところもありますので、そのあ

たりのところを少し教えてください。 

  それから、もう一つは、事業系だけではなくて、もちろん家庭のごみも持って入ります。そのよう

な部分のいわゆる燃えるごみとして搬入をするときに、持ち込みの料金がある意味では一番安いとい

うところで、できるだけ燃えるごみの中にいろんな物を入れてしまいたいというような気持ちがわく

という方もおられるでしょう。その方たちのためにも、先ほどのいわゆる展開検査、リサイクル施設

のほうにですが、ダンピングボックスもありますよね。だから、やっぱりそこのところも含めて、事

業系のごみをしっかりとチェックをしていくという方向だとか、それから、今現在、事業系のごみ、

どこの事業者さんからどのように運ばれたというような記録などはきちんとあるのでしょうか。 

  この東京都でも、実はちゃんとＩＣカードが渡されて、搬入日時が記録をされているので、今その

妥当の搬入業者からも聞き取りをしているというようなことが明らかになっているんですね。そのよ

うな何かあったときの手だてとして、その原因をしっかりと追求できる、そのようなシステムがちゃ

んとあるでしょうかというところをお聞かせください。 

  それからもう一つは、先ほどから、もちろん施設組合と企業とのやりとりの中で、改善案の部分に

ついては、一歩、二歩と前進はしてきているけれども、原因が不明であるという部分なんですね。も

ちろん、原因が不明やけれども、１年半本格稼働をしているというところを見ると、市民の側からも

よくわからないというところの何かもやもや感が残るんですね。 

  疑わしきは罰せずというような部分もありますし、住民も、もちろん事業者も、ごみを搬入する人

間が、先ほど局長もおっしゃいましたボタン電池、今までは結構お店屋さんなんかで回収ボックスな

んかがあったのに、このごろはなかなかそういうものが見られなくなってきて、どんどん可燃物に入

れてしまっていることはありませんかとか、電池は随分ボタン電池になってきましたので、水銀を含

まない物がふえてきていますが、蛍光灯などという物だとか、例えば化学物質の包装資材とかという

のもお家の中にあったり、事業所の中ではまとめて出されるみたいなことなんかもあると思うんです

ね。 
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  だから、そのあたりのことも含めて、ぜひこういうふうな部分で皆さんも努力もしてみてください。

ぜひ水銀値が安定してなくなるように、みんなで努力をし合いましょうみたいな形のＰＲ、それから

やっていただくということをもっとやっていくべきではないかなと思うのですが、そのあたりの部分

はいかがでしょうか。 

  それからもう一つは、きっと今、午前中の話にも少しありましたが、ごみの均等化、入れてきたご

みをまぜて、ごみを均等にしていくということなどはやられていると思うんですけれども、そのあた

りのことをもっと工夫できることというのがほかにあるのでしょうか。そのあたりのことも、ぜひ教

えていただきたいというふうに思っています。 

  三つ目の公契約条例の部分です。なかなか前に進まず、考えている自治体はあるけれども、それが

条例化にはなっていかないという難しさのある部分です。でも、あえて私が今回伝えているのは、実

は自治体がどこの企業等々とも委託をするときには、法令遵守という形ではもちろん契約書で交わす

わけです。でも、実際にこの間、私自身が相談を受けている中では、なかなか時間給アルバイトで全

く年休もない、まして契約書もないというような労働者が、違う自治体ではあらわれ始めています。 

  そのようなこともありますし、極端な方は、何と公務労働中に交通事故に遭ったのに、残念ながら

そのことをちゃんと処理してもらえずに首になってしまうというようなことが、民民という形で泣き

寝入りになっているという実態を私も相談を受けているという実際がありますので、今の部分でいけ

ば、民民だから仕方がないということではなく、公の税金が公の施設で使われているのですから、労

働条件、賃金という形でも公契約条例までいかなくても、施設組合としてはきちんとチェックをする

べきだと考えています。 

  なぜならば、しっかりと業務委託をするときに、賃金として施設組合からは、一日の単価幾らです

よというような契約で、直接人件費などが計算をされているわけです。年間、１億８，５１４万３，

０００円。その中でもちろん総括責任者は、その給料というのは、ほかの方たちよりも高い。事務員

さんや班長さん、それぞれの単価が決められています。ざっと８時間計算をしても、一番安い人の日

給でも時間給換算すれば、１，２００円になります。これ以上の方たちが働いておられるのですから、

その分の委託料を払っているわけです。だから、そのことが補償をされても当たり前ではないか。 

  もちろん、時間給として払われるのか、一時金として払われるのか、さまざまな部分があるでしょ

う。でも、直接人件費のほかに技術経費という名目で保守・運転業務費の２５％をまた別に４，２４

３万円も払っているというような状況なんです。 

  ですから、施設組合としては、労働者の賃金を守りましょう。それぞれの技術者も育成していきま

しょうという形で、明らかに給料の対価表をつくっておられるのですから、そのお金がちゃんと人件

費としていけているのかどうかは、チェックをするべきだと思うんですね。そのあたりではいかがで

しょうか。 
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  何でこんなことを言うのかというと、実はこの間、先ほど私が相談を受けているという話もしまし

たし、この間の不適合事象のヒューマンエラーが余りにも多いということです。何でかなということ

は、ちょうど昨年のこの組合のときにも明らかになったように、当たり前だと思っていた経験の年数

が足らなかった。免許もありませんよという方が３人も出てきたということがありましたよね。私は、

ここの場所に立って、ぐっとその答弁を聞いて、ひどいと思って、その次の言葉が出なかったぐらい

びっくりしたんです。 

  ですが、実はＪＦＥと施設組合で契約をするときに、ＪＦＥの側から技術提案書というのが出され

ていますよね。その中の重点実施事項の中の第１番目が、実は正しい行動の実践、ヒューマンエラー

の撲滅なんです。それで、その具体的な部分というのは、昨年の議会の中で明らかになったように、

ヒューマンエラーを防止するために各種アラーム設定してありますが、うっかり、ぼんやり、思い違

いになる監視ミスは避けられないので、まだその上、重要な点として引き継ぎをするように、朝礼・

夕礼の重要性。グループの力を結束した操業、ヒヤリハットの活用、教育訓練の実施。私たちが提案

をして、もっとやりなさいよと言ったことが、もうちゃんと企業からは出ているんです。それなのに、

なぜ実行されてこなかったのかというところで、やっぱり労働者がどれほどきちんと働いていける労

働条件のもとでいるのかというところは、組合としてもチェックをするべきだというふうに考えたか

らです。 

  その中でもう一つは、昨年の４月１日時点で再委託をＪＦＥがされています。灰溶融の運転につい

てというところで、専門業務なので委託をしますよという、直接子会社に人員をお願いされているん

ですね。それで、そのときにごみ焼却施設等々の運転にも企業が入っておられます。再委託は、禁止

をされていますが、企業と施設組合の中では、協議をしたらオーケーですよとなっているので、オー

ケーになっているはずなんです。書類もちゃんとありますから。 

  では、おととしの１２月から専門的な技術が要ります、知識が要りますよと始まったその教育を受

けた方たちは、４月からみんな働いておられますか。そのあたりのことの実際を施設組合としては把

握をなさっていますか。今、従事者の名前は把握をしているという話がありました、それはそうでし

ょう。でも、教育を受けた方たちが、私たちは残念ながら、この黒塗りしか手に入りませんので、教

育を受けた方たちがきちんと４月から稼働をしているか。 

  そして、その分の定着率については知らないとおっしゃいましたが、調べたことがありますか。調

べようとなさっていますか。今後いかがですかというところでお聞きしたいのがもう一つ。 

  それからもう一つは、違っていたら答弁を、そこはちょっときちんとしていただきたいのは、昨年

の夏に副総括所長、所長と言われる方が、資格がないということで明らかになりました。焼却部門の

班長さんも２人、経験が足りないということで、その後、新たに経験補充の方たちが入っていったと

いうことがあるんですが、溶融炉の運転班長は、灰溶融炉の運転実務経験を２年以上有する者を配置
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することというのが、要求水準書にありますが、実際に配置をされている灰溶融運転班長の中に、１

年１１カ月しか経験のない方がおられるということは御存じでしたか。このことは、なぜ許されてい

るのでしょうか。そのことについて、きちんと答弁をお願いしたいと思います。 

  その中で、実は一番最初の設計人員計画というのが、運転稼働のときにありました。施設組合とし

ては、４３名ぐらいというのを出されていたと思います。実はその後、企業の側から、いやいや９月

１日付で提案書が出て、３９名ぐらいでいけますよというので、委託の中身を少し変えても契約をし

ていくのはいかがですかというような提言書も出されたりしています。 

  その後、実際には３８名で３月末は計画がなされた。実際に４月１日からは、運転指導員を２名プ

ラスして４０名でスタートしていますが、実際に今、職員は何人おられますか。３月末には何人おら

れましたか。そこの数字を教えてください。 

  再質問は以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 最初の黒田議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

  １点目の大阪市環境事業協会との業務委託の成果の中におきまして、主任技術者の経験年数、ある

いは資格の要件がありますかとの御質問でございます。委託業務の発注仕様書の中で、６番目に主任

技術者を定めておりまして、受託者は十分な経験を有する技術者を配置し、・・正しく業務を遂行す

るものとする。また、主任技術者を定め、業務全般にわたり技術的な管理をするものとするという規

定がございまして、具体的に資格が何々、経験年数が何々というふうな規定はございません。 

  ただし、これは大阪市環境事業協会が、そこに勤務しております職員がもともと大阪市の環境事業

部で経験を、清掃工場で実務として積まれた方が入ってきておられますので、実務経験が実際に豊富

であるということは、組織の状況として聞いてもおりますし、実際にこちらのほうに月２回、３名の

技術者がやってくるわけですけども、その方の知見の高さというところは、肌で感じてございます。 

  それから、協会さんのほうからの報告等で、業務そのものが順調にいっているのか。差し戻したよ

うな事例はないのかということでございます。差し戻したような事例はございません。局長の答弁の

ほうにもありましたように、不適合事象の件数が減ってきておること自体、私ども過信はいたしてお

りませんけども、さまざまな組合にございます日報等のデータを細かくチェックしていただき、現場

も見ていただいておりまして、原因になるようなところを細かくいろいろな場面で指示していただい

ております。 

  焼却の計画会議を月一遍持っておるわけですけれども、そのときにも同席していただきまして、今

後３カ月間というふうな単位で計画をするときの内容につきましても、その会議の中でチェックをし

ていただいております。 

  それから、水銀の問題のところでございます。展開検査の台数は何台できましたかという御質問で
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すけど、大変少なくて恐縮なんですけども、６月に実施した際に、４台の車両の展開検査を実施いた

しました。 

  それから、東京都の清掃工場で水銀の問題が起きたことに関しまして、国崎クリーンセンターで水

銀の入ってくる量はどれぐらいまでいけるのかという御質問でございます。私どもの発注仕様書にお

きましても、排ガス処理設備の計画条件というものを定めておりまして、その中で排ガス中の有害物

質の濃度を設定しております。 

  ただ、その項目といたしまして、ばいじん、塩化水素、硫黄酸化物、窒素酸化物につきましては、

流入の濃度をあらかじめ決めておるわけですけども、水銀については、その設定をいたしてはおりま

せん。水銀が実際にどういったところで使われているのかというところ、多いのは乾電池でございま

す。東京都でちょっと問題になっておりますのが、体温計であるとか、それから血圧計、そういった

ところの物が水銀混入の原因ではないのかなというふうなことが言われております。 

  また、水銀と申しますのは、その化合物によってさまざまな用途がございまして、例えば、印鑑の

朱肉、あれも硫化水素で水銀が含まれております。あるいは、歯の治療で歯の欠けた部分を埋めるた

めの材料、これにアマルガムという水銀合金が使われもいたしております。 

  そういうところから、あるいは顔料にも水銀が含まれております。そういたしますと、生活する中

でさまざまなものが市民が購入し、消費し、ごみとして排出するわけですから、それらのごみの中に

はやはり水銀があり、いろいろな形で入ってくるということは事実であるというふうに思っておりま

す。それのところを展開検査の方も今後も定期的に行っていくことで、チェックをしてまいりたいと

いうふうに考えております。 

  それから、ごめんなさい。水銀の量の中で議員言われました蛍光灯、これが蛍光灯の管の中のガス

としまして、水銀ガスを含んでおります。これにつきましては、有害ごみということで水銀だけを焼

却するのではなく、それだけを分別、こちらの方でいたしまして、適正処分をいたしております。 

  私の方からは答弁は以上です。 

○議長（小山敏明君） 総務課長。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） お尋ねのボタン電池等、ぜひなくなるようにＰＲすべきではないか

という部分でございますけれども、広報紙の方でも「ももぴーからのお知らせ」、そういうコーナー

を持っておりまして、例えば、ライター、火災等の関係もございますんで、ごみの中にまぜていただ

かないようにというようなことをお知らせしたりもしております。そういったコーナーを通じまして、

ボタン電池、また蛍光灯、水銀というのが逆に施設に対してどういう影響を与えるのか、そういった

ことも含めて機会をとらえてＰＲしてまいりたいと思っております。 

  また、公契約条例の関係でございますけれども、条例制定に至らなくても、組合としてそういった

関係チェックしていくべきではないかという御指摘でございます。やはり御指摘のとおり、公的な機
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関が発注する私ども事業でございますんで、適正、公正な賃金、または労働条件、そういったものを

確保することは大変重要だと考えております。先ほど局長の答弁でもございましたように、川西市の

方に私ども契約の準拠している部分もございますんで、そういったところの情報、また、知識、そう

いったものもいただきながら、組合としてどういったことをしていくことが可能なのか、そういった

ようなことも今後、勉強してまいりたいと思っておりますので、何とぞ御理解賜りますようにお願い

いたします。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 済みません。公契約の関係でＪＦＥの環境サービスとの契約の関係の御質

問がございました。まず、教育を受けた人間がそのまま働いているのかというふうなことでございま

すが、今、ちょっと手元に資料がございませんので、詳しくはわかりませんが、少なくとも３月まで

教育を受けていた人間が、そのまま４月に本格稼働には入っていたというふうに認識をしております。 

  定着率につきましては、その都度の異動とか、離職につきまして把握をいたしておりますので、こ

れを率として把握するというんですか、計算するということは可能でございます。 

  それと灰溶融の班長の経験年数の件でございますけれども、この該当の部分につきましては、本格

稼働前の３月１日付でこちらの方は配属になったというふうに記憶をしておりますけれども、本格稼

働時には２年というふうな経験年数になるという判断で問題ないという判断をしたわけでございます。 

  それと、済みません。ちょっと最後の御質問でございます。今、何人の従業員がいるかということ

でございます。恐れ入ります。今現在の焼却の関係の従業員でございますけれども、焼却、溶融合わ

せまして４５人になっております。これは本年の４月１日時点での人数になっております。 

  以上でございます。 

○１６番（黒田美智君） ４月１日時点と今の現在も同じですか。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 今も同じでございます。 

○議長（小山敏明君） １６番 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） １番の部分では、もちろん私も市の職員として従事なさっていた経験の方た

ちがこの事業協会で専門家として頑張っているというところは知っている部分なんです。でも、それ

こそ、この猪名川上流の施設というのは、それこそ日本で初めてと言われるぐらい高性能でというと

ころがうたい文句で、技術も要りますよ、免許も要りますよ、経験も要りますよと言ってきた中での

施設なのでね、やはりそこのところでは、よりしっかりと、もちろんその経験を有した技術者たちに

力も貸してもらっていただきたいという部分なんですけどもね。半年で３５１万円、月に２回ですか

ら、１回のところで約３０万円ぐらいのお金をお支払いするわけです。そういうふうにして専門家の
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智恵と力をかしていただくという部分と組合との連携、それから企業との連携もしていただくという

ところに立たれるわけですから、ぜひそこのところはしっかりと物が言えるように、それから、ちゃ

んとやっぱり安心・安全の稼働になっていくようにという部分とぜひ、この方たちのもちろん力も使

って職員の方たちがせっかくすばらしい機械があるのに、これはここにおられる職員さんだけじゃな

くてね、働いておられる方すべてです。せっかくすばらしい機械があったとしても、それを動かすの

が人間なのでね、本当に初歩的なヒューマンエラーをされている、後からまた、不適合事象のところ

でまた話題になると思いますけれども、そういったことが何で何回も起こるんやという話ですよね。

教育を繰り返す、じゃあ、本当にきちんと教育を受けてきたんかいというようなことがやっぱり残っ

ていくわけですよね。ですから、ぜひ、そこのところも含めて、この専門家の力を十二分に発揮して

いただいてしていただきたいというふうに、もうこれは要望で結構です。ぜひ、このトラブルがどん

どん減っていくように私たちも期待をしているところです。 

  それから、もう一つは、この水銀の部分なんですが、計画条件の部分では水銀の部分はきちんと明

記されているものがないということなんですね。何かそういう答弁になると、何かちょっとうっとい

つもとまるんですけれども、先ほども言いましたけど、足立なんかではね、さっき１時間当たりに２

００グラムぐらいの水銀がもしまざったとしても、ちゃんと処理をして排ガス基準は守れますよとい

うことは、今回、それ以上の水銀が混入したんだよということがはっきりわかるわけです。そしたら、

じゃあ、２００グラムって何やって言うたら、先ほど答弁の中にもありましたが、水銀の血圧計やっ

たら約１台に５０グラムも入っている。ほんだら、それがもう四つで２００グラムやでと。ほんだら、

これはなかなか難しいな、見つけるのは。そしたら、今度、どうするんやというときに、先ほど答弁

がありませんでしたので、もう一回、後から答弁をお願いしますね。事業主さんたちの車が入ってき

たときにどうチェックをするのかなんです。そういうシステムがきちんとありますか、記録が残って

いますかという答弁がありませんでしたのでお願いします。 

  この足立ではね、ごみ収集車にちゃんとＩＣカードが渡されて搬入日時が記録されるので、炉にご

みを入れました。そこでうんと水銀値が上がったら、その特定の事業主さんがわかるわけです。そこ

でちゃんと調査、聞き取りに行けるわけです。そういうシステムを組合としてはお持ちですかという

ところの答弁がなかったのでお願いします。 

  それから、展開検査が４台と聞いて、また、ちょっとびっくりしたんですけども、大変なお仕事だ

と思います、展開検査というのはね。でも、抜き打ちにやるということが必ず抑止力になっていきま

すし、そのことがより一層、市民にも事業者さんにもいい影響を及ぼしますのでね、ぜひ、この検査

はチェックはちゃんとやっていただきたいというふうに思います。これはもちろん、もう要望で結構

ですので、その最初に言いました１点の部分、確認をさせてください。もしも、ないようでしたら、

今後どうするのかというのもつけ加えてもらったら結構です。 
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  それで公契約の部分ですが、灰溶融の人は試運転を経験するので２年以上の経験になるやないかと

思って、それでそのままにしていた。私はそういう言葉は許せません。なぜならば、川西市の議会の

ときにも、ここでも言いましたけれども、直営で職員が訓練したらええやないかということは徹底し

て言うてきました。そのときに、必ず答弁は、教育の期間が短いんですよって言うたんですよ。だか

ら、経験積んで資格があって、そんな方たちを入れますよ。灰溶融というのは、そういう高度な技術

が要るんですよってずっと言うてきましたよ。せやのに、年数足りません。でも、試運転したからい

いんですよ。それでいいんですか。その方にどんだけの給料が日額出ているんですか。市民が聞いた

らびっくりしますよ。 

  そういうことがきちんとチェックできてへんかったら、組合としては市民に対して、税金ちゃんと

使われてますよって言われへんでしょう。何のために要求水準書をきちんとつくって、書類でその資

格もいただいて、名前もチェックをして、訓練もやって、やっているんですか。そこの当たり前の部

分がやっぱりいいかげんになっていませんかというのをこの間、ずっと言うてきたわけです。去年は

委託料を返してもらえと言いましたけど、私はその気持ちは今も変わりません。経験があって、技術

があって、資格もあってということを再三再四言うてきたのは、施設組合なんです。なのに、ぼろぼ

ろ、ぼろぼろ出てくるというのは問題だと思います。 

  先ほど４月１日時点で４５人ですか。昨年の４月１日からことしの１月２０日までに何と人の異動、

班の組みかえも含めてですけど、２０回もやってはりますよ。人がふえたり減ったり、ふえたり減っ

たり。一番最高で職員５０人もいてますわ。もともと３８人やったんでしょう、計画。何でこんなに

差があるんですか。そのあたりのことを施設組合としては把握されてますよね。ちゃんと書類が出て

ますから、異動については。職員の班の組みかえだけではありません。整備員に運転手、灰溶融の職

員が云々云々というのが全部出てますから。 

  何でこんなに職員の人数が増減をするんですか。２炉運転している焼却炉の灰溶融も２炉運転して

いるとか、そういうごみ量とかは全然関係ありません。そのあたりの部分、なぜ、こんなに人数がう

ろうろするのか。もとの一番最初に言いました企業からわざわざ３８人でいきまっせ。４月１日から

４０人でいきました。なのに、トップで５０ですよ。１０もふえているんです。そんな必要があった

んですか。そのあたりのことの総括的にきちんと答弁をお願いします。これが最後の質問ですが、後

からまた決算もありますので、よろしくお願いします。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 事業系のごみの搬入の記録のことについて御答弁させていただきます。 

  こちらの方では登録をしていただきまして、そのカードをお渡ししております。会社名、それから、

車両のナンバー、それから、搬入時刻、量というものを記録して残しておくことができておりますの

で、機能は備えております。 
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  以上です。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 職員の増減のことでございますけれども、議員が御指摘のように、一時、

最大５０人というふうなデータをお示しでございますけれども、私の記憶する範囲の中では５０人に

なったということはなかったんじゃないかというふうに思いますけど、５０人に近い数字になってい

たことは確かにございました。これは、年度の途中でいろいろ不適合事象もございましたし、契約の

関係での有資格者の問題等々もございまして、途中で班体制を１班４人体制から１班５名体制、焼却

の方ですが、５名体制に増強をしたという時期がございました。それが５名体制は今も維持をされて

おるわけでございますけれども、その増強するに当たって、いきなり全部入れかえということでなし

に、多少、期間的に人数の多い期間があったというふうに認識しております。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 以上で一般質問を終わります。 

 

日程第４ 議案第３号 

 

○議長（小山敏明君） 次に、日程第４、議案第３号、猪名川上流広域ごみ処理施設組合職員団体のた

めの職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

  これより、上程議案に対する当局の説明を求めます。 

  大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） 議案第３号、猪名川上流広域ごみ処理施設組合職員団体のための職員の行為

の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について御説明をいたします。 

  本案は、月６０時間を超える時間外勤務手当の支給にかえた「時間外代休時間」を職員団体のため

の職員の行為の制限の特例に追加するため、規定の整備を図ろうとするものであります。 

  主な改正内容につきましては、事務局長より説明させていただきます。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） それでは、内容の御説明を申し上げます。 

  議３－４ページの新旧対照表をごらんいただきたいと思います。 

  主な改正内容といたしましては、条例第２条の「職員団体のための職員の行為の制限の特例」とし

て、給与を受けながら業務及び活動ができる項目に「時間外代休時間」をつけ加えるため、同条第２

号において「時間外代休時間及び休日」を規定し、これまで第２号で規定していた「年次有休休暇及

び休職の期間」を第３号にしようとするものです。 

  また、あわせて文言の整理をしようとするものであります。 
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  なお、改正理由でございますが、本組合の一般職の職員の給与については、川西市の給与条例等の

規定を準用することとされていますが、法の改正等を受け、川西市の給与条例が改正され、「時間外

代休時間」の新設がなされたことから、本組合においても、関連する「職員団体のための職員の行為

の制限の特例に関する条例」の一部を改正しようとするものであります。 

  説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（小山敏明君） 提案理由の説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） それでは、質疑を終結し、討論に入ります。 

  討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） それでは、討論を終結し、採決に入ります。 

  お諮りいたします。 

  議案第３号は、原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） 御異議なしと認めます。 

  よって、議案第３号は原案のとおり可決されました。 

 

日程第５ 認定第１号 

 

○議長（小山敏明君） 次に、日程第５、認定第１号、平成２１年度猪名川上流広域ごみ処理施設組合

歳入歳出決算の認定についてを議題といたします。 

  これより当局の説明を求めます。 

  大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） それでは、認定第１号、平成２１年度猪名川上流広域ごみ処理施設組合歳入

歳出決算認定について説明をいたします。 

  本認定は、地方自治法第２３３条第３項の規定により、監査委員の意見を付し、議会の認定を受け

ようとするものであります。 

  決算の概要につきましては、会計管理者より説明をさせていただきます。 

○議長（小山敏明君） 会計管理者。 

○会計管理者（篠木満司君） それでは、決算認定を受けるに当たりまして、平成２１年度決算の概要
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を申し上げます。 

  座って説明。 

○議長（小山敏明君） はい、座って説明してください。 

○会計管理者（篠木満司君） 本決算は、平成２１年度の当初予算と補正予算の議決に従い、歳入歳出

予算を執行した実績を示すものであります。 

  平成２１年度は、組合事業が２０年度までの施設建設を中心とした取り組みから、施設の管理運営

を中心とする取り組みへと転換したことに伴い、歳入状況、歳出状況ともに、内容が大きく変わって

おります。 

  歳入におきましては、建設のための国庫補助金や起債がなくなったことから、国庫支出金と組合債

の収入がなくなり、市町負担金が収入の中心となっております。 

  また、歳出におきましても、衛生費の施設建設費の支出が大幅に減じる一方、新たに、衛生費の施

設管理費やごみ処理費、啓発費等から支出を行ったところでございます。 

  主な事業の実施状況といたしましては、まず、平成２１年４月１日から施設が本格稼働したことに

伴い、構成市町から計画したすべてのごみを受け入れ、年間受け入れごみ総量６万２，４２８トンの

処理を行いました。 

  また、５月から啓発施設の利用を開始し、指定管理者による運営が行われたところであります。 

  その他、施設運転及び施設建設後の周辺環境の影響を調査するため、「平成２１年度環境影響評価

事後調査」を実施し、環境保全委員会において調査結果を逐次報告いたしました。また、事業用地の

うち、未取得であった用地について買収を行い、すべての用地を取得することができました。 

  そして、これらの予算の執行に当たりましては、適正かつ効率的運用を図ってまいったところでご

ざいます。 

  それでは、議案書１－４、５の歳入歳出決算額表により説明をさせていただきます。 

  まず、歳入でございますが、歳入合計は歳入予算現額１８億８，４７９万３，３００円に対し、歳

入決算額は１８億９，３２０万６，５８２円で、予算現額に対し、１００．４５％の収入率でありま

す。 

  歳入の款別では、０１分担金及び負担金で１５億７，８０８万９，０００円、０２使用料及び手数

料で１億３，４４３万３，１７６円、０４繰越金で８，７５７万４，４２５円、０５諸収入で９，３

１０万９，９８１円の収入となっており、分担金及び負担金が歳入総額の８３．３６％を占めており

ます。 

  歳出合計は、歳出予算現額１８億８，４７９万３，３００円に対し、歳出決算額は１８億４，８７

７万５，２６５円で、予算現額に対して９８．０９％の執行率であります。 

  款別では、議会費で９９．３６％、総務費で９４．９３％、衛生費で９８．１４％、公債費で１０
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０％の執行率であります。なお、予備費の執行はございません。 

  歳入歳出予算差し引き残額は４，４４３万１，３１７円で、翌年度に繰り越すべき財源はございま

せん。 

  次ページ、認１－６、認１－７及び認１－８、認１－９の歳入歳出決算書におきましても同様の内

容を記載しております。 

  以上、概要を申し上げましたが、歳入の詳細につきましては担当課長から、また、歳出の詳細につ

きましては事務局長から説明申し上げますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（小山敏明君） 次長兼総務課長。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） 失礼いたします。 

  それでは、決算事項別明細書に従いまして、御説明申し上げます。 

○議長（小山敏明君） 座って御説明してください。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） ありがとうございます。 

  議案書認１－１０、１１ページをお開きください。 

  歳入であります。 

  最初に、第１款 分担金及び負担金についてであります。 

  第１目 市町負担金につきましては、１５億７，８０８万９，０００円を収入いたしました。これ

は施設建設経費として計画可燃ごみ量の案分率、内訳は川西市が６９．７６％、猪名川町が１３．４

４％、豊能町が１０．６９％、能勢町が６．１１％、また、施設管理経費として、搬入可燃ごみ量の

案分率、内訳は、川西市７１．１８％、猪名川町は１４．６８％、豊能町８．９３％、能勢町５．２

１％でありますが、これらの案分率等により案分した金額で、川西市１１億５３５万円、猪名川町２

億３，１６１万２，０００円、豊能町１億５，２６５万６，０００円、また、能勢町が８，８４７万

１，０００円の負担となっております。 

  第１款 分担金及び負担金の収入済額は予算現額の１００％であります。 

  次に、第２款 使用料及び手数料についてであります。 

  第１項 第１目 施設使用料１４万３，１００円、第２目 公有財産使用料につきまして、３万８，

４３６円の収入であります。 

  第２項 第１目 ごみ処理手数料につきましては、地域内の許可業者や住民が直接、本センターに

搬入する一般廃棄物の処理手数料として１億３，４２３万７，８４０円を、第２目 情報公開手数料

として１万３，８００円を収入いたしました。 

  第２款 使用料及び手数料の収入済額は、予算現額の１０３．４１％で、歳入決算額に占める構成

比は７．１０％であります。 

  次に、第４款 繰越金では、前年度繰越金として、事故繰り越しによる繰越金６，１５５万７，３
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００円、実質収支による繰越金２，６０１万７，１２５円、合計８，７５７万４，４２５円を収入い

たしました。 

  第４款 繰越金の収入済額は予算現額のほぼ１００％で、歳入決算額に占める構成比は、４，６

３％であります。 

  次に、第５款 諸収入についてであります。 

  第１項 第１目 預金利子におきまして、２０万２，８４７円を収入いたしました。 

  第２項 第１目 雑入におきまして、プラスチック製容器包装及びペットボトルの再商品化等に伴

う日本容器包装リサイクル協会からの拠出金として２６２万７，４３４円、缶や破砕鉄などの有価物

の売却収入として２，６１２万１，５７９円、ごみの焼却に伴う発電の売電収入として６，１５０万

２，２８７円、駐車場収入として１７３万６，０００円、ごみ収集車の洗車機使用料として５３万２

５０円等で、合計９，２９０万７，１３４円を収入いたしました。 

  第５ 諸収入の収入済額は、予算現額の１０４．４７％で、歳入決算額に占める構成比は４．９

２％であります。 

  歳入の説明は以上であります。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 続きまして、歳出について御説明いたします。 

○議長（小山敏明君） 座って御説明ください。 

○事務局長（水越保治君） ありがとうございます。 

  認１－１２、１３をお開きください。 

  まず、第１款 議会費 第１項 議会費 第１目 議会費で予算現額２１５万５，０００円に対し、

節区分 第１節 報酬から第１３節 委託料まで２１４万１，２７５円の支出であります。 

  主な支出内容は、第１節 報酬におきまして、議員報酬で１０８万７，５８８円、第１３節 委託

料におきまして、定例会２回、臨時会３回、議員総会６回の議事録作成委託料で８１万９，０００円

であります。 

  次に、第２款 総務費についてであります。 

  認１－１４、１５をお開きください。 

  第１項 総務管理費 第１目 一般管理費で予算現額１億６，９５７万円に対し、節区分 第１節 

報酬から第１９節 負担金、補助及び交付金まで１億６，２１０万６，４４０円の支出であります。 

  節別の主な支出内容は、第１節 報酬では、管理者など特別職の報酬及び嘱託員報酬として６２万

９，９９９円、第８節 報償費では「環境保全委員会委員」の報償費として８１万３００円、第１１

節 需用費では、３６２万９，９７４円の支出であります。内訳は、消耗品費の１７９万５，８９１

円、例規集の追録や広報２回分の印刷製本費の１６３万４８２円、ほかであります。 
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  第１２節 役務費では、１６２万４，４５１円の支出であります。内訳として、施設電話代等の通

信運搬費６２万９，２７８円、広報紙の宅配等の手数料９１万６，２６１円、ほかであります。 

  第１３節 委託料では、１，５３９万３，４５７円の支出であります。 

  内訳は、業務委託料として、公金違法支出返還請求及び損害賠償手続履行請求等の訴訟における組

合勝訴、及び、工事費支払い差しとめ等請求の訴訟における組合勝訴に係る報酬金等として、弁護士

業務委託料７４２万３，９０５円、本センターの清掃業務委託料７０９万５，９００円、ほかであり

ます。 

  第１４節 使用料及び賃借料では、３３６万２，１３３円の支出で、内訳は、乾式複写機使用料で

８３万３，９４０円、財務会計システム等のＯＡ機器等使用料で１１９万３，７６６円、未買収事業

用地の買収までの日割りによる土地借上料３２万４，８８２円、組合公用車２台分の自動車借上料で

９３万５，５５０円、ほかであります。 

  第１７節 公有財産購入費では、事業用地で１筆だけ未買収で残っておりました土地、２万４，１

８０．２１平方メートルの土地購入費７，５９２万５，８５９円、第１９節 負担金、補助及び交付

金では、事務局長及び総務課職員５名、計６名分の給与費負担金等で、６，０４９万１，６４７円の

支出であります。 

  次に、第２目 公平委員会費で、予算現額３万４，０００円に対し、節区分第１節 報酬において

３万３，３００円の支出でありますが、これは公平委員会１回開催分の委員報酬であります。 

  第４目 緑地等維持管理費で予算現額３５８万１，０００円に対し、節区分第１１節 需用費、第

１３節 委託料、第１８節 備品購入費の合計で２３７万４，４９８円の支出であります。 

  主な支出内容は、第１３節 委託料におきまして、多目的広場芝生管理業務委託料で２０３万７，

０００円の支出であります。 

  第２項 監査委員費 第１目 監査委員費で、予算現額１８万７，０００円に対し、節区分 第１

節 報酬で７万９９９円の支出であります。 

  次に、第３款 衛生費についてであります。 

  認１－１６、１７をお開きください。 

  第１項 清掃費 第１目 施設建設費では、予算現額６，１５５万７，３００円に対し、６，１５

５万７，３００円の支出であります。 

  第１３節 委託料として事故繰越による平成２０年度環境影響評価事後調査等の業務委託料４，５

２９万９，１００円、第１５節 工事請負費として、同じく事故繰越による土地造成工事に伴う構内

附属設備整備費１，６２５万８，２００円であります。 

  次に、第２目 施設管理費では、予算現額１億８，５６９万９，０００円に対し、節区分 第９節 

旅費から第１９節 負担金、補助及び交付金まで１億８，１９１万９，７７８円の支出であります。 
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  節別の主な支出内容は、第１１節 需用費では１８８万４１０円の支出で、防具、ランプ類等の消

耗品費１４９万５，０５７円、ほかであります。 

  第１２節 役務費では３７万８，７６９円の支出で、３地区排ガス濃度表示インターネット代等の

通信運搬費３５万２，５１９円、ほかであります。 

  第１３節 委託料では、合計７，１２１万９，５２５円の支出であります。内訳は、昇降機や自動

ドア等の設備保守管理委託料が４７５万６，５００円、計量業務及び環境影響評価事後調査や排出源

分析等の業務委託料が６，２９５万１，８２５円、技術支援業務の調査委託料として３５１万１，２

００円であります。 

  第１９節 負担金、補助及び交付金では、施設管理課職員１１名分の給与費等負担金１億８３０万

８５８円等で、１億８３１万８５８円の支出であります。 

  第３目 ごみ処理費では、予算現額１０億３，８３９万５，０００円に対し、節区分 第１１節 

需用費から第１９節 負担金、補助及び交付金まで、１０億１，７０５万７，０１６円の支出であり

ます。 

  節別の主な支出内容は、第１１節 需用費では３億８０８万６，９６７円の支出で、内訳は、焼却

炉及び溶融炉運転に必要な薬品代、リサイクルプラザで使用するこん包用ビニール袋やバンド、搬送

用ドラム缶等の消耗品費が９，７３７万３，７０５円、ガス料金を主なものとする燃料費が１億３，

４０６万７，８７８円、施設電気代、水道料金、下水道使用料の光熱水費が７，４９３万６，４２４

円、リサイクルプラザで使用しておりますショベルローダ等の修繕料が１７０万８，９６０円であり

ます。 

  第１２節 役務費では、不法投棄された家電のリサイクル料金等の手数料２７万６，１１４円、第

１３節 委託料では７億８４８万９５円の支出であります。 

  内訳は、施設点検整備業務いわゆるメンテナンス費２億７，７６２万円を主なものとする設備保守

管理委託料が２億７，８０４万３，１５０円、溶融処理物等運搬・処分委託料や一般廃棄物埋立処分

料、再商品化業務委託料を主なもとする業務委託料が５，８２６万５，９８５円、焼却施設やリサイ

クルプラザ４部門の施設管理運営委託料が３億７，２１７万９６０円であります。 

  認１－１８、１９をお開きください。 

  第４目 啓発費においては、予算現額６，８８０万円に対し、節区分 第１３節 委託料で、啓発

施設の指定管理料として６，８７０万円の支出であります。 

  次に、認１－２０、２１をお開きください。 

  第４款 公債費 第１項 公債費 第１目 元金では、第２３節 償還金、利子及び割引料で、平

成１５年度から１８年度の借り入れ分に係る元金償還において１億５，８２４万４，７９７円、第２

目 利子では、同じく第２３節 償還金、利子及び割引料において、現在までに借り入れした地方債
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に係る利子として１億９，４５６万９，８６２円の支出であります。 

  第５款 予備費につきましては、支出済額はございません。 

  次に、認１－２２では実質収支に関する調書を掲げております。 

  認１－２４、２５をお開きください。 

  財産に関する調書についてですが、このうち、２．物品の表におきまして、２１年度中の物品の登

録が１６４件と多い主な理由でございますが、これは、建設費の中の設備で購入した物品のうち、備

品として登録した方が管理上ふさわしい物品を一括して、２１年度に新たに備品登録を行ったことに

よるものです。 

  最後に、認１－２６、２７には継続費の精算報告書を掲げております。 

  平成１６年度から２１年度までの６年間の継続費で取り組みました土地造成工事費についでであり

ますが、全体計画では継続費の合計は２５億６２２万１，０００円でありましたが、支出済額といた

しましては、年割額とは繰越があったことから額の相違がございますが、合計といたしましては２５

億４９５万３５０円であります。この財源については、実績欄の財源内訳に記載しておりますが、地

方債が２３億６，４５０万円、そして、その他、これは市町負担金でありますが、１億４，０４５万

３５０円であります。 

  以上で、平成２１年度猪名川上流広域ごみ処理施設組合歳入歳出決算書についての説明を終わりま

す。よろしく御審査賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（小山敏明君） 説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  質疑は歳入と歳出に分けて行います。 

  まずは、初めに歳入について質疑はありませんか。 

  黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 認１－１１のところのごみ処理手数料の部分なんですけれども、もちろん１

市３町で今、１０キロ８０円という部分で行われているんですけれども、これを例えば、だから、家

庭系と本当のいわゆる事業系に分けていきましょうだとか、料金を見直しましょうみたいな部分とい

うのは、１市３町の中ではどのような状況になっているのかというところまで話がいっているのか。

「いえいえ、今のところ、このままの状況で行きますよ」みたいな部分があれば、ちょっとお聞かせ

を願いたいんですが。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） ただいまの御質問につきましては、平成２２年度の予算の審議のときにも

同様の御質問があったかと思いますが、私どもの方のごみ処理手数料１０キロ８０円という設定をし

て、昨年４月から本格稼働に入ったところでございますので、ごみ処理のコストというものがだんだ
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んと明らかになってくるわけでございますけれども、いましばらく様子を見させていただきまして、

少なくとも３年程度の様子を見させていただいて、検討するのが適切ではないかというふうに考えて

おります。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 今後、他市の状況なんかも加味しながら決めていかれる、１市３町でまた協

議をされていくということになると思うんですが、市、町によったらね、本当の事業系とか家庭系の

持ち込みなんかをね、料金を分けていたりとか、それからまた福祉的なところの部分はまた別の項目

をつくっていたりとか、さまざまな部分があると思いますので、そのような部分も加味をしながら、

ぜひ、今後、お願いをしたいというふうに思います。これも要望で結構です。 

○議長（小山敏明君） それでは、ほかに質疑ありませんか。 

  池上議員。 

○１３番（池上哲男君） 認１－９番のところで、報酬等で大きな不用額が出ているわけなんです。報

償あるいは報償費。歳入。あっ、そうか。済みません。ごめんなさい。 

○議長（小山敏明君） 平岡議員。 

○１７番（平岡 譲君） 認１－１１、歳入ですね。０１雑入のところで、売電収入ってあるんですが、

６，１５０万２，２８７円、これ、当初見込みは幾らぐらいを想定されてたのか。その辺と売電って

いうことになりますと、発電が伴いますので、その発電の２炉ありますんで、焼却の。だから、１炉

運転の場合、２炉運転の場合、どういうふうな発電量というのは具体的に中身についてちょっと教え

ていただきたい。この２点お願いします。 

○議長（小山敏明君） 施設課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） それでは、ただいまの御質問にお答えいたします。 

  まず、売電収入といたしましては、当初の予算額といたしましては１，７００万円の計上でござい

ました。それとあと、発電量に関しましてですけど、発電量といたしましては、焼却炉１炉運転時の

発電量が１，０００キロワット、２炉運転時で３，５００キロワットの発電を見込んでおりました。 

  今回、こういった差異が出ましたのは、当初、施設内の消費電力をかなり多く見ておった関係で、

実際、実稼働いたしましたら、そこの消費電力がいわば発生しなかったということで、いわば、購入

分が下がり、売りが多く発生したというような状況になっております。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 平岡議員。 

○１７番（平岡 譲君） どうもありがとうございます。 

  消費電力が施設内が少なかったために、売電の数値が上がってきたというのは理解はしました。大

体、その発電なんですけども、２炉稼働時のときが３，５００キロワットと、１炉のみの場合という
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のは１，０００キロワットということなんで、そのごみの量で１炉動かしたり、両方動かしたりって

いう部分で変わってくると思うんですけれども、そのごみの量である程度、２炉動かした方が発電量

がアップするから収入は得ます。ただ、２炉動かすとそれだけの燃料かかっちゃうので、その辺はど

ういった関係性があるのかなっていうのを、どうなんですかね、質問わかります。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 平岡議員おっしゃいますとおり、２炉運転を一定期間続けて、極端に申

しますと、２炉とも休んで、また、２炉を運転するというふうな稼働の仕方が経済的に見ますと、合

理的な運転方法になるのかもしれません。ただ、その際にごみピットの容量がございまして、２炉運

転をいたしますと、ごみピットの量がどんどん減ってまいります。最終的に、私どもごみピットの残

量が今のところ、８００トンぐらいの残量になりますと、２炉運転から１炉運転に切りかえるという

運転手法をとらないと、ピットの残量、あるいは今度は２炉立ち上げるときに、ピットの中に入り込

みます量が多くなり過ぎておるというふうなことで、ピットの中のごみの量をコントロールするため

に２炉あるいは１炉の運転方法を取らざるを得ないという実態がございます。そういうごみピット内

のごみの量をコントロールの一つの目途にいたしております。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 発電の仕方というんですか、焼却炉の運転の仕方というのは、今、次長の

方が申したとおりでございますけど、議員の方も御承知のとおり、やはり２炉ともとめるということ

は、基本的にはしないと。定期点検のとき以外はやらないというのが基本になっておりますので、ま

ずは２４時間運転をずっと続けていく。交互であっても続けていく。そして、ピットのごみの量を見

ながら２炉のときもあれば、１炉のときもあるということで、まずは２４時間を続け、そして、ピッ

トのごみ量が適正に減っていくという、こういうことをバランスを取りながらの運転になってまいり

ますので、売電の量というのは、付随的に出てきたというふうな考え方になろうかというふうに思い

ます。 

○議長（小山敏明君） それでは、ほかに質疑ありませんか。 

  黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 私もその関連なんですけれども、２炉で３，５００キロワットということな

んですが、このＪＦＥ「ハイパー２１ストーカーシステム」というのは、出力が５，０００キロワッ

トだということで、大きくいわゆる全国にも名前をとどろかせようというような形になっているんで

すが、そのあたりの部分というのは、今のそのごみ量という部分があると思うんですが、一応、この

新しい炉はいわゆるごみの基準ごみっていうんですかね、で、ちゃんと５，０００キロワットという

ふうに宣伝をされているんですが、そのあたりの差というのはどういうふうに理解したらいいんです
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かね。 

○議長（小山敏明君） 施設課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） 先ほど私が申し上げましたちょっと発電量ですけども、１炉運転時が

１，０００キロワットで、２炉運転時が３，５００キロワットというふうな御説明でちょっと不足が

ありましたですけど、これに関しましては、予算要求時の積算根拠といたしまして１，０００キロワ

ットないしは３，５００キロワットを採用したということです。実際、ごみ質で大変、差異はされて

おるんですけど、例えば、２炉運転時、ごみ質がよいときだと、やはり４，８００、９００キロワッ

トの発電はしております。あと、１炉運転時でも、多いときで１，６００から８００キロワットぐら

いの実際に発電は行っております。それは大変ごみ質、あくまで当初、基準ごみでの算定の計算であ

りますので、実際ごみ質としては、基準ごみよりやや高質のごみに近いかなというふうな感じでは考

えております。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 予算のときの部分としては少し下目に見ましたよ。でも、１年間稼働したら、

一定の部分が出ましたよというような理解でいいわけですね。そしたら、本格稼働でもう１年半とい

うことですので、いわゆる基準ごみならば、５，０００キロワットというところに近い値で、２炉の

場合はね、いくだろうという見込みというふうに理解してよろしいですね。 

○議長（小山敏明君） 施設管理課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） ちょっと先ほども申し上げましたけど、よく２炉運転で発電のいいと

きは４，８００、９００キロワット、ただし、ごみ質の悪いとき、例えば、水分が多いときとかって

いうのは、やはりそれだけの発電量は発生いたしません。３，５００キロワット程度になるときもあ

りますし、ただ、一概に何キロワット出ますよという、ちょっと御回答はちょっとできないような形

では考えております。実際、よく出るときは４，８００、９００キロワット出ますけど、あくまでご

み質によるということでございます。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 一応ね、そのＪＦＥエンジニアリング株式会社のデータというか、でいくと、

発電設備としては出力５，０００キロワットですよと。これは、だから、もちろんごみは基準ごみと

いう形になってますのでね。そこに焦点を当てるというところでいくと、もちろんだから、水分が多

いときというのはよくわかるんですけれども、そういうふうにして、じゃあ、ことしのこれは決算で

すので、これを初めて１年間やった上で、来年度の予算にまた上がっていくというふうにだけ理解を

していいですね。 

  済みませんが、その企業としてその５，０００キロワットというところと、実際のいわゆる電力の

量というののね、ちょっと具体的なこの差というのが余りにも大きい日が多いのならば、ちょっとそ
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のあたりはぜひ、企業とも話をしていただいて、５，０００キロワットが売り文句になっているわけ

ですからね、そのあたりはぜひ、そのごみの問題だけなのかどうかというようなところなんかも、ぜ

ひ、配慮をしていただきたいと思います。要望で結構です。 

○議長（小山敏明君） 平岡議員。 

○１７番（平岡 譲君） 発電量、年間の総発電量と当初予想されてた発電量は幾らぐらいだったのか、

ちょっとその辺聞かせてもらえますかね。総発電量ね、年間の。 

○議長（小山敏明君） 施設管理課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） 年間の発電量でございますけども。 

○１７番（平岡 譲君） どっか書いてます。 

○施設管理課長（大上 肇君） ちょっとお待ちください。 

○１７番（平岡 譲君） 済みません。 

○議長（小山敏明君） 平岡議員、参考資料、もう提出をしております。 

○１７番（平岡 譲君） 予想された発電量を聞きたいんです。結果はわかるんです。当初。 

○議長（小山敏明君） それも書いてある。 

○１７番（平岡 譲君） そうそう。 

○議長（小山敏明君） それも書いてます。 

○１７番（平岡 譲君） あっ、そうですか。済みません、どうも。 

○議長（小山敏明君） 平成２１年度決算認定に係る資料請求の資料、資料１に記載がされていますの

で、後で一度、ごらんになってください。 

○１７番（平岡 譲君） 済みません。 

○議長（小山敏明君） いいですか。 

○１７番（平岡 譲君） わかりました。ありがとうございます。 

○議長（小山敏明君） それでは、次に、歳出について質疑はありませんか。 

  池上議員。 

○１３番（池上哲男君） 認１－１５の１節の報酬、または８節の報償費、そして１２節 役務費あた

りのその不用額が結構多いんですが、この辺はどういうふうな流れでなっているのか。報酬なんかは、

確定したもんじゃないかなというふうにも思うんですけど。報償費については、環境保全委員会の委

員会開催なんかによっては違うんかなと思いますけど、総体としてその辺の不用額との関係の説明を

いただきたいんです。 

  もう１点は、認１－１７のほうで、１２節、先ほどその役務費で不法投棄処理等というふうな御説

明あったかと思うんですが、この家電なんかでもそうですけど、不法投棄はそれぞれの自治体ではな

いんかなというふうに思うんですけど、この辺、もう一度、詳しい説明をお願いできませんでしょう
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か。２点お願いします。 

○議長（小山敏明君） 次長兼総務課長。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） 総務費、一般管理費の不用額の多い部分でございます。報酬でござ

いますけれども、一つには不用額の理由でございますけれども、情報公開審査会等の委員会の報酬で

ございまして、委員会が開かれる可能性があるということで残しておいたものでございます。 

  また、役務費につきましては、広報紙の手数料でございますとか、そういった加入保険の年度払い

によるものでございますとか、そういったものでの不用額でございます。 

  また、委託料の部分で不用額が出ておりますけれども、一つには、施設の害虫駆除っていうんです

か、消毒の部分でございますけれども、当初、年度当初は予定したところでございますけれども、施

設も新しいということで、実施を見合わせたことによる不用額でございます。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 不法投棄の関係でございますけれども、一部、構成市町独自に不法投棄の

処理をされている部分もあるかもしれませんけれども、こちらの方に不法投棄として行政が回収して

きた分が搬入されております。それらの処分は国崎クリーンセンターで行っていくと、こういうこと

でございます。 

○議長（小山敏明君） 池上議員。 

○１３番（池上哲男君） 前段の方はわかりました。 

  不法投棄なんですけど、それぞれが自治体でやはりごみ処理については管理運営されているわけで、

その発生元がその不法投棄については責任を持つべきことではないかなと思うんですけど、一括して

持ち込まれたら、どこのごみである、どこに捨てられても、この事務組合で１市３町で分担するとい

うことになりますよね。その辺の考え方っていうのも、そういうことで進んできたのか、ちょっと私、

その経過はわからないんで、その扱いについて何か取り決めあったら教えていただきたいんですが。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 例えば、川西市の例で申し上げますと、例えば、ごみステーションに捨て

られた、いわゆる本来、ここに持ち込めない廃棄物ですね。そういったものがありますと、処理のし

ようがございませんので、こちらのほうに入ってくると。こちらのほうで処理をするということにな

っています。 

○議長（小山敏明君） 池上議員。 

○１３番（池上哲男君） 不法投棄については、例えば、個人の所有地に捨てられたものは、その所有

者が駐車場であれ、何であれ、支払わなければいけませんわね。それと同じで、その自治体のエリア

の中で出たものは、その自治体の方で処理するべきで、ここに持ってきて、ここの組合の費用の中で
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処理するべきではないと思うんですが、最初のその契約というか、取り決めの段階で不法投棄だった

ものは、１市３町でそれは払うんだという取り決めになっていたか。その辺の当初の契約というか、

その辺を教えていただきたいんですけど。それになっていたら、もう仕方がないです。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 一言で不法投棄と申しましても、おっしゃるように民間の用地に、土地に

捨てられている不法投棄、これは行政としても回収はいたしませんので、全く我々の範囲外のもので

ございます。 

  今申しておりますのは、いわゆる行政として回収せざるを得ない不法投棄ですね。役割分担としま

して、それぞれでは収集運搬は１市３町それぞれが行われて、処理については広域で国崎クリーンセ

ンターでまとめてやると、これが基本的な考え方でございますので、不法投棄だからどうだとか、あ

るいはほかのごみだからどうだとか、そういうその区分けはないのではないかというふうに考えてお

ります。 

○議長（小山敏明君） ほかに質疑ありませんか。 

  今中議員。 

○１１番（今中喜明君） 認１－１９なんですけど、新たに流用されて負担金が１３万４，０４０円計

上されております。これは当初見込んでなかったということのあらわれなんですが、どういったもの

の負担金なのか。それから、なぜ、当初見込めなかったのか。このあたりの説明をまずしていただい

て、何のために必要な負担金かということを御説明いただきたいと思います。 

○議長（小山敏明君） 施設管理課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） ただいまの御質問の御回答ですけども、これに関しましては全国都市

清掃会議がございます。そちらの方の使用済み乾電池及び蛍光管の運搬処理の費用を単価２円という

ことで、１３万４，０４０円発生しております。当初見込んでおりません。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 今中議員。 

○１１番（今中喜明君） 私、申したのはなぜそういうことが必要になったのかということなんですけ

ども、それは今、全国何とかかんとか言われましたけど、必ずそういうところを乾電池のやつを処理

するのに通さないかんもんなのかということなんですけど、そういう形をとらないと、その乾電池の

処理はできないというシステムになっとるということですか。それは全国的な話のことなんでしょう

か。これ、当初、その辺がこの組合でもわからなかったというように、今の説明では見込んでなかっ

たと、そういうことなんですけど。そのあたりのこと、もうちょっと整理して言っていただきたいな

と思うんですけど。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 
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○事務局次長（杉岡 悟君） ただいまの御質問でございます。乾電池と蛍光灯につきましては、有害

ごみの処分ということで、全国都市清掃会議の方に委託をいたしまして、現在、北海道の方で最終処

分をしております。その運搬及び処分をいたしますのに、全国のネットワークで乾電池と蛍光灯につ

きましては、そういう処分システムを設けてございます。他の方法で処分することも可能だとは聞い

ておりますが、一般的にここの組織に、システムに乗っかって処理をするのが一般的だというふうに

も聞いております。そういうごみ処理場が多いというふうに聞いておりまして、そのときに全国都市

清掃会議の方から、その処分物、蛍光灯でありますとか、乾電池でありますとかを１キロ処分します

のに２円が必要ですというふうに負担金が必要ですというふうに年度当初には必要というふうには承

知してなかったわけですけども、実態として必要であるというふうなことになりまして、今回、２１

年度の中で１３万４，０４０円の負担をしたというところでございます。 

○議長（小山敏明君） 他に質疑ありませんか。 

  宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） 先ほどの不法投棄の件なんですけれども、各市町で不法投棄物があると、ご

みステーションに出される不法投棄物、もちろん公道上に捨てられるものもありますけれども、それ

を収集して帰るわけですね、そうすると。国崎ではタイヤとかバッテリーとか、そういう不法投棄物

は引き受けないというふうに聞いていますけれども、やはりうちの川西市でしたら、川西市の収集車

がそれを持って帰る、帰ってこちらに入れているということなんでしょうか。それとも別に、収集車

はそういうものは引き受けないで、収集物だけ、対象廃棄物だけを集めて帰る。ステーションに出さ

れている不法投棄物については、また別の車が来て、それで国崎の方に搬入されているのでしょうか。

どういうふうになっているのか、ちょっとお願いします。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 不法投棄の収集に関しましては、これは川西市の例でございますけれども、

ステーションに捨てられている不法投棄物があると。これについては別途、その不法投棄物を収集し

て、こちらの方に搬入されているというふうに認識しております。 

○議長（小山敏明君） 宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） そうしましたら、搬入の仕方は別のトラックで行くということだと思うんで

すけれども、それについて、特に不法投棄物が何トン、まあ何トンというほどもないですけれども、

何キロ入ったので、それは特に川西市に手数料として必要ですよということなく、そういうことは一

切なく、一般ごみと同じような取り扱いでというふうに、さっき、お話になったと思うんですけれど

も、そういうことでよろしいんでしょうかね。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） 不法投棄物に関しましては、特に１市３町ごとに搬入量をきちっと計算し
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てとか、そういったことはせずに、全体の可燃ごみ処理量の案分率の中で御負担をいただいておると

いうことでございます。 

○議長（小山敏明君） 宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） 別に身びいきしているわけではないんですけれども、私たちはこのごみ処理

の問題について、個人的にも啓発活動というか、そういうことを行っているんですが、自分たちの出

すごみをできるだけ減らしていこうと、それでこちらの負担を、国崎の負担を減らすことで、私でし

たら川西市のごみにかけるお金を減らしていけるんだよというふうなお話をしています。 

  そのときに不法投棄のものが、やっぱりこちらに持ち込まれてくる。不法投棄のものを処分するの

はかなりお金がかかるんですね。ただ、可燃ごみみたいに持ってきて炉にほうり込んだらいいってい

うものではないわけなんですよね。それが普通にこちらの方に引き取っていただけるということでし

たら、ペナルティーというのはないわけですね、特別の。 

  ですから、今は１市３町の間でのその７対１対１対１ぐらいの大体のバランスというようなのがと

れているかもしれませんけれども、そのうちに大型ごみであるとか、そういうものが有料化されてい

くところも出てくると思うんですね。そのときには、やはりそのごみの内容によっては、ある程度、

ペナルティーめいたもので、市町間でつけていかないといけないというふうになってくるんではない

かと思うんです。ですから、今後に向けてやっぱり不法投棄のものというものは、また、別枠で考え

ていっていただきたいなと思っていますが、それ、どうでしょうかね。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 今、議員おっしゃいますように、ペナルティーというものを念頭に置く

という考え方は必要だと思います。ただ、本来、ペナルティーを受けなければならないものはだれな

のか。そこを考えますと、たまたま不法投棄された場所が山間部にあって、北の方の地域で不法投棄

が多くあったといたしましても、じゃあ、それは町の方の人がほったものなのか、山間部に住まれて

いる方がほったものなのか、そこのところが判明いたしませんので、原因者負担の原因者というとこ

ろがわからない。としますと、可能性としては人口案分でほかす可能性があるのではないかな。とし

ますと、ごみの一般的に入ってくる量で案分しても、理屈の上では余り差が出てこないのかなという

思いはしております。 

○議長（小山敏明君） 宮坂議員。 

○３番（宮坂満貴子君） 不法投棄というものを防いでいきたいと思っています。不法投棄物をどんど

んと少なくしていきたいと思っています。非常に排出元とおっしゃいますけれども、それは個人なん

ですね。個人かまたは業者というところが考えられるんです。それに対して、やはり罰則をつけてい

ったり、その個人や業者に対して罰則をつけたり、ペナルティーを課したりという事態に持っていく

ということは、結局、その土地、公道であったり、ごみステーションであれば、これは公のものです
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けど、そうじゃなくて、個人の土地の上にどっさりと不法投棄物が捨てられるということもあったり

するわけなんですよ。そういう場合に、だれがやはりね、それをガードしていくかと言うと、そこを

持っている人なんですね。ですから、ここへ国崎の方に別に何らペナルティーもその市町に科せない

で、「お宅には責任ないんやから、捨てた人が悪いんやからね」って言うて、引き取ってくれるんで

あればね、その川西市なり、残りの３町なりがこれは大変やと。ペナルティーがあるんやから、不法

投棄物を入れると別にお金がかかるんやから、そういうことがないようにパトロールしようとか、排

出者を見つけたらきちんと罰則を与えるとか、警察に通報するとか、そういう努力をしていくように

なるわけなんです。そういう努力がなければ、ほったらかしなんですよ。何ぼでも入ってくる恐れは

あります。 

  何もペナルティーなしで、ここ入れていいんだったらね、まあ、それはしませんけれども、タイヤ

を捨ててあっても、それは別の車が来て国崎へ持っていってくれるんやてっていうようなことになっ

たらね、排出しますよね、簡単に。ですから、そうじゃなくて、やっぱりその地域でこういうものは

出されたら困るんやということをはっきり認識して、不法投棄物を排除していく努力をしないといけ

ませんのでね。そら、市町は排出の責任はありませんし、個人か業者なんですよね。出している者が

やっぱりペナルティーを受けるのが当然なんですけれども、今のような状態だと、その排出者という

もの自体がね、排除されていかないと思います。ですから、やっぱりそこのところを考えてほしいわ

けなんですね。 

○議長（小山敏明君） 意見ですね。 

○３番（宮坂満貴子君） はい。 

○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） 済みません。１－１７のごみ処理費の需用費の消耗品費、これ、先ほどこん包材

料等というようなお話で、約１億円近くかかっているということなんですが、これ、中身はどうなっ

てますの。 

○議長（小山敏明君） 施設管理課長。 

○施設管理課長（大上 肇君） ただいまの議員の御質問ですけども、ごみ処理費の消耗品費の内訳で

ございます。 

  まず、焼却関係の方で薬品代でございますけども、これが８，４４３万１，６５７円、続きまして、

油脂類でございます。これが６５万５，８３０円、その他といたしまして、これはもうこれが２３８

万２，８７７円でございます。 

  続きまして、リサイクル関係でございます。油脂類が４７万４，０７５円、プラスチック製梱包機

用帯電性ビニール袋でございます。これが４８９万４，０５０円。容器包装プラスチックの圧縮こん

包機用のバンドでございます。これが１３６万７，１００円。ペットボトル用圧縮こん包機用のバン
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ド、これが１２万３，９００円。有害ごみ搬送用のドラム缶でございます。これが１７９万５，５０

０円、その他でございます。１２４万８，７１６円。ただいまの焼却関係、リサイクル合わせまして、

９，７３７万３，７０５円の支出でございます。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） それから、その下の委託料の絡みなんですけどね。参考資料の４ページの下の方

に、下から三つ目に選別部門業務委託と、３，０８０万円と。これはちょっと何に幾らかかったのか、

ちょっとこれも内訳を教えてください。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） ただいまお尋ねの委託料の関係でございますけれども、決算参考資料の１

番下から三つ目、選別部門の業務委託ということで３，０８０万円の支出になっております。これは

もう御承知のとおり、手選別のところで容器包装のプラスチック、それとペットボトル、それから缶

類の選別を行っている業務でございまして、これを個々にこの選別の中のこれに幾らというふうな、

ちょっと振り分けというんですか、それがちょっとできておりませんので、一括した中で３，０８０

万円という金額になっております。 

○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） そしたら、その下にね、圧縮形成、これは多分、容リの圧縮形成だと思うんです

けれども、これ、大分ですな。新日鉄の方に送っていると思うんですけどもね、それの運搬料という

のはどうなってますか。 

○議長（小山敏明君） 次長兼総務課長。 

○次長兼総務課長（山内敬之君） 容リの関係でございますけれども、容リの関係は日本容リ協会の処

理方法に従って行っておりまして、運搬料につきましては、そちらの方の運搬料としては別途徴収さ

れておりませんで、委託料という形で行われております。大体、委託料といたしまして、プラスチッ

ク製容器包装の分でございますけれども、大体、排出量といたしましては２，４１６．１８トン搬出

しておりますが、それに対する２１年度の再商品化業務の委託料といたしましては、７９３万７，１

４９円支払っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） つまり委託料の中に運搬料も含まれていると、こういう理解でいいわけですね。 

  それで、ちょっと私、この件、以前から問題というか、課題、まあ感じておるんですけども、要す

るに今、新日鉄の大分で、じゃあ、どういうふうに使っているかと、いわゆる還元剤ですね。つまり

燃やしているわけなんです。なぜうちも容リが還元剤にしか使えないのかというのは、結局、うちの
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容リの不純物が多過ぎると。これ、不純物を高める、つまり５％以内の不純物に抑えられるかと言う

と、これは恐らく事実上、不可能でしょう。つまり現在の要するにレベルがいっぱい、いっぱいかな

と。そうなってくると、つまりこれだけのコストをかけて、結局、燃料として燃やしている。言い方

を変えれば、ここで燃やすのは手間と暇、金とかけて結局燃やしていると。 

  確かに、これは大義名分があるわけですけどね。効率もあるし、いろんなものがあると。ただ、こ

れ、先ほど灰溶融炉の件でも若干、関連するんですけども、ちょっと言い方は正しくないかわからな

いけども、要するに課題に惑わされて、結局、多額の経費をかけているということになりはしないの

かなということを懸念しているわけなんです。 

  ただ、それをもし、仮にじゃあ、これを燃やしてしまったらどうなるのかな、ここで。一つは、い

わゆる量的に対応可能かと言うと、先ほど炉の稼働率等々見れば、数量的には十分可能じゃないかな

と思います。かさは多少かかるでしょうがね。コスト的には、恐らくもう圧倒的に安くなる。これ、

はっきりしてます。ただ、一つ、懸念しているのは、これを燃やすことによって、その炉とか、ある

いはそういう環境設備等にどんな影響が出るのかなと。もし、仮にそれをここで燃やしたときに、そ

れはどうですか。何かどんな影響が出そうですか。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 容リの関係の基本的にプラスチックでございます。塩化ビニール系のも

のでございますので、それをごみを投入しますときに、混入率を上げますと、ダイオキシンの発生量

が若干、多くなるのかなとは思います。ただ、国崎クリーンセンターのこの公害防止のシステムでい

きますと、基本的にはそれぐらいが入ったとしても、大丈夫なんではないかな。その排ガスに影響す

る、あるいは先ほどのダイオキシン総量に影響が出るというところまではいかないのかなと。これは

申しわけございません。まだ、想像段階ではっきりと計算をした上で御回答を申し上げておるわけじ

ゃございませんが、そういうふうな思いは持っております。 

○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） 多分、そうだと思うんです。ほとんど影響は出ない。なぜかと言うと、これ、昨

年度の可燃ごみが５万２，３００トン出ていると。これ、恐らく、内容分析されてますよね。何が

何％、これの中のプラのパーセント、何％なります。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） ごみの性状分析についてでございます。年４回行っておるわけですけど

も、一つの例といたしまして、２１年５月２０日の折に分析いたしました物理測定の中で、ビニール、

合成樹脂、ゴム、それから、皮革類というものをウエート案分でパーセントを出してございまして、

これが１６．９％という値が出ております。 

  以上でございます。 
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○議長（小山敏明君） 岩田議員。 

○７番（岩田秀雄） 何ぼになるんですか、８，０００トンから９，０００トンぐらいになるのかな。

つまり、もう１万トン近くプラなんですよね、可燃ごみの中に。つまりもうプラスチック、現実に１

万トンぐらい燃やしていると。だから、そこに２，７００ですか、ごめんなさい、２，４００ですか。

多分、先ほど次長言われたように、ほとんど影響変わらないだろうということですよね、炉に対する

影響ですね。 

  なぜ、これ、私、聞くかと言うと、現在、全国の自治体のうち、容リ協会と契約しているのは５０．

６％なんですよ。つまり半分は契約してないんですよね。この契約してないのは、いろんな理由があ

ると思います。いろんな理由があると思うんだけども、つまり半分の自治体はやってないと。そのう

ちの恐らく、かなりの全部が全部じゃないですけど、結局、燃やしているわけですね。ただ、そのた

めに必要なのは、この施設が十分それに耐え得るキャパと、あるいはそういう環境対策が十分なされ

ているかどうかというのが非常に大きな問題。うちの設備は、十分にそれは対応可能と、先ほど言わ

れたように、十分可能だと。問題は、要するに大義名分が地球の環境問題とか、再資源化とか、こう

いったことを目指しているという部分はあるんだけども、現実に結局、燃やしている手間、暇、時間

かけて燃やしているというのが実態だということです。ですから、今、これをすぐどうのこうのとい

うことを申し上げているわけじゃない。 

  先ほどの問題もありましたように、灰溶融炉を本当、どうするのかと。本当にこれ、意味のあるこ

となのかどうかということも含めて、やはり一度、この容リプラの件についても、本当に中身のある

対応をこれから考えていかないといけないだろうな。つまりこれによって、莫大な経費がかかってい

るという事実があるわけですよね。だから、そこのところは今後、この議会でも、また、いろんなと

ころでもしっかり検証していただければなと思いますので、私は以上です。 

○議長（小山敏明君） 他に。 

  事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 済みません。先ほどの物理測定でその１６．９％申し上げました。これ

はおうておるんですけども、この１６．９％といいますのは、可燃物が全体的にまず４１．１％です

よと。その中の１６．９％ということになりますから、先ほど議員、プラスチックの総量をささっと

計算されましたときの計算のそれのコンマ４掛けぐらいが実態かと思います。ちょっと補足の説明を

させていただきました。失礼します。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 認１－１６、１７のところで聞かせていただいたらと思います。先ほどの部

分もちょっと重なるんですけれども、１月８日に施設組合の方に灰溶融の方で１名職員が増員されま

すよというので、職員は５０名になったということがあります。また、１月２０日には、また１人お
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やめになられているわけです。みたいなことで、さっき言いました４月から１月の間に２０回も人が

異動しているというところも含めて、やっぱりしっかりとしていただかないと、ヒューマンエラーと

いうのが頑張って、頑張ってもいい機械がちゃんと稼働できなかったり、つまらないヒューマンエラ

ーで事故を起こしていくということになると思いますので、これはもう意見なんですが、そのときな

んですけどね。 

  先ほどちょっと採択の話をしましたが、施設組合としては、この稼働のときに、ＪＦＥさんとは８

億円余りのお金で３年間の委託契約をなさっています。その後に灰溶融施設等々にまた違う再委託を

されているんですね。きっともう民民だからと言ってしまえば終わりなんですが、施設組合としては

８億円の委託料を払っている。そのＪＦＥがその委託先にどれだけのお金を払っているというような

ことだとか、どんな契約になっているみたいなことは理解をされているのでしょうか。「いやいや、

もう勝手にされてますねん」ということなのかというのが１点、お聞きしたい部分、それから、もう

一つは、実は灰溶融の部分も請け負い契約で１１名の方が配置をされています。それ以外に三つの株

式会社から労働者派遣の契約などでごみ焼却の部門にも委託で、合計で１１名の方が派遣をされてい

る形になるんですね。その職員体制というのが、この業務実施体制表の中、指導管理監督するという

ところでは、何ら問題のない雇用のあり方なんでしょうか。というところの確認をしたいのが１点。 

  それから、もう一つは、職員のダイオキシン検診についてです。職員の安全というところで、ごみ

の炉の運転だとか、そこに携わる職員のダイオキシン検査というのがとられていますよね。と思って

いるｶﾜが、作業環境保全計画の中に義務づけられています。目的が廃棄物焼却炉等にかかわる施設に

おいて、運転という部分もありますので、そのあたりでこの学習教育を受けておられる方の受講者名

簿というのなんかがあるんですが、これはきちんと施設組合としても受講者の方たちというのは、い

わゆる働いている方たちの部分でちゃんと把握もし、この名簿も保管をなさっているというような状

況にあるのか、「いえいえ、これは企業の方にお任せをしているんですよ」という状況なのかという

ところをお聞かせいただきたいんですが。その３点。 

○議長（小山敏明君） 事務局長。 

○事務局長（水越保治君） まず、再委託の関係でございますけれども、特に再委託の内容について、

把握はしておりません。それと派遣に関しても、先ほどの公契約のところでも出ましたが、それぞれ

が民と民とのその契約関係というふうなことで、特にこちらの方は問題なくされておるものというふ

うに考えております。 

  また、ダイオキシンの関係につきましても、基本的には労働安全衛生の部分についてだと思います

けれども、これはそれぞれの事業主の責任において、実施されるべきものというふうな認識でおりま

す。 

  以上でございます。 
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○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 先ほどからるる述べているように、職員が随分異動をなさっている。４月１

日は４０人、１月８日が５０人、そして、先ほど当局から答弁がありました４月１日時点で４５人に

なっているんです。ずっと増減があるわけですね。これはもう民のことだからとほっていいのかどう

かというのは、私はしっかりやっぱり考えていただかないと、ヒューマンエラーということとね、や

はりかかわりがあるというふうに理解をしています。 

  特に、所長がいらっしゃって、それぞれの副所長をなんで置くんやと。実は、労働法の中でいわゆ

る派遣のところに直接、指導がおりられへんから、クッションを置いてきたわけですよね。そのクッ

ションの下に四つの企業の職員がまた派遣をされているみたいな状況があるわけですから、もちろん

民と民なんですよ。でも、公の税金が先ほど言いましたＪＦＥには８億円余りおりているわけです。

そこからその企業にどれだけのお金がいって、その労働者がどういう状況で働いているのか、定着率

という話もしましたけれども、そこのところがきちんといかないとね、「やっているだろう、守られ

ているだろう、人の配置はできているだろう」では困るわけです。 

  ですから、ぜひ、条例だけではなくてね、やっぱりしっかりと労働者がその経験も積み、そして技

術を習得していくという形をとれるように、施設組合としても、努力をしていただきたい部分です。 

  先ほどのダイオキシンの部分もね、「もちろん民間にお願いしているからやっているやろう」って

いうんではなくて、実は名簿の管理もね、わずか３年しかここに記載されてないんですよ。でも、残

念ながらダイオキシンというのは、すぐについたから何か出るわけではなくて、随分、年月がたって

からでないとわからない部分等もあると思いますので、そのあたりのもちろん健康被害というところ

では、因果関係がどうやこうやいうのもいろいろありますけれども、せめて、市として契約するとき

に、ちゃんとしたことは企業に対してやっているか。ちゃんとそのやっているかのことをチェックを

していく。管理運営の部分では、大阪の経験ある方たちにお願いをしている。それ以外の部分につい

ては、やっぱり施設組合がしっかりと住民の安心・安全を守るということのところではね、働いてい

る職員がしっかり守られていかなければならないと思います。特にこれだけ人が動いとったらあかん

と思いますわ。 

  だから、やっぱりそのあたりのところは、施設組合がもちろん管理者を先頭にしっかりそのあたり

の部分の把握もしていただいて、ちゃんと組合として企業に管理、監督もしていくということが、と

ても大事だと思いますが、そのあたりは管理者としてはいかがなんですか。 

○議長（小山敏明君） 大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） 黒田議員から公契約についての御質問の追加と思いますけれども、市の方と

はここは違いまして、組合でございますけれども、地方自治体で研究をされ、取り入れている部分も

ございますけれども、先ほど来、御指摘をいただいておりますけれども、決して、こちらが委任して
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いるからほっとくというわけではないかもわかりません。しかし、原則としては、組合としてそうい

うところに委託をしているわけでございますから、そこが責任を持ってやるという約束のもとにそう

いう契約をしておるところでございますので、そこのいろんな細かいことについては５０人、４０人、

おっしゃいますけれども、それはそちらの運営の総枠の中でどうこの施設を安全に運営さすか、そう

いうことを考えられての増減だというふうに理解をいたしますので、組合の方からそのことにつきま

して、指導というのはなかなか難しいではないかというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 組合の方が人をふやしたり、減らしたりするのはというようなことではなく

てね、もともと施設組合とＪＦＥの話し合いの中で、設計人員計画数というのを決めておられるわけ

です。その中で、先ほど言いました９月１０日の日に提案書が企業の方から出されて、人数少なくて

もいけますよ。そのことを施設組合も了解をしたという経過があるわけです。それなのに、どんどん

人の増減がある。もちろん私は人の必要なところにね、人が入っていくということに対して、どうこ

う言っているんじゃありません。それだけ人が動いているというのは、何を意味しているんでしょう

と。労働条件なんですか、それともいろいろな人間関係なんですかっていうところは、私たちにはわ

かりません。ですから、経験を積んで、技術を磨いていくという職場づくりについては、もちろん企

業の責任ですよ。でも、この間の余りにも初歩的なヒューマンエラーが後を絶たないので、その分に

ついても。施設組合としてはやってくださいねということをお願いをしているわけです。 

  ３年間で８億円の委託料というのは、全く安くはありません。先ほども言いました一人当たり、１

日単価も出ているわけです。そうして、施設組合としてはちゃんとお金の算定もして委託料を払って

いるんですから、そのことが守られているか、守られていないのかというのは、チェックをするべき

だと思ってます。もちろん企業の経営努力ということもあるでしょう。でも、それで行っていいのか

というところが今後、施設組合として考えていくべきことであろうと思いますので、これはもう意見

としてで結構です。 

○議長（小山敏明君） ほかにないようですので。 

○１６番（黒田美智君） 済みません。 

○議長（小山敏明君） 以上ですって言ったじゃろう。 

○１６番（黒田美智君） いえ、今は以上です。済みません。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 何回も言うといかんかなと思ったので済みません。 

  先ほどのね、稼働のことなんですけれども、灰溶融の部分がエネルギーの部分だとか、コストの部

分で出てきたんですが、資料を提出をしていただいたら、焼却炉が２日とも動いていたという日数だ
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とか、とても丁寧に出していただいているんですが、この灰溶融がね、実は例えば、７月なんていう

のは、焼却炉が２号とも全面的に動いてたところになると思うんですが、そんなときでも、灰溶融の

方は１号はお休みというような状況になっているんですね。そのあたりの部分も含めて、十分、一つ

でいけるやないかというふうに素人ではとても単純に思うんですが、そのあたりの部分というのは、

どういうふうに考えていくべきなのかというところだけ済みませんが、教えていただけますか。 

○議長（小山敏明君） 事務局次長。 

○事務局次長（杉岡 悟君） 国崎クリーンセンターの定格能力の話になるかと思います。焼却炉につ

きましては、２炉２系列ございまして、１１７．５トン掛ける２ということで、２３５トンという定

格のものであります。溶融炉につきましては、２６トン掛ける２ということになっておりますけども、

パンフレットにも記載しておりますが、交互運転というのを定格能力としておりますので、要は１炉

を運転して、１炉は予備という形で交互運転という形態をとってございます。 

○議長（小山敏明君） 黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 済みません。質問の仕方も悪かったんですが、基本的に焼却炉の方は昨年１

年間で２炉とも動いてたのは、７月、９月、１１月の三月間だけなんですね。それ以外のときは交互

であったり、時々一緒やったり、どっちも動いてなかったりという状況なんですが、灰溶融の方はそ

うはなってないんですよね。数字的には１炉でも十分やっていけそうな。 

  それで、午前中の話もありましたけども、私は最初から灰溶融の部分については反対の立場でね、

意見を言わせていただいてきたので、事故が多いとか、お金がかかるとかっていうようなことも含め

てなんですけれども、そのあたりのところは、ぜひ、今の１年間稼働をしてみて、焼却炉の運転のあ

り方、それから灰溶融の運転のあり方では、計画の部分とは余り数字的には変わってないんですよね、

ほぼ計画どおりの運転になっていると思います、見比べさせてもらったら。 

  でも、１年やってみて、これだったらそれこそコストの部分、それから人件費の部分でも、２炉、

２炉を交互運転するために人員配置もされているというような状況なんかも含めてね、総合的にやっ

ぱり考えていくべきことであろうなというふうに思っていますので、午前中、午後もいろんな委員か

らも意見が出ましたけれども、そのあたりと今の稼働状況等を加味していただいて、しっかりと考え

ていただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いします。意見で結構です。 

○議長（小山敏明君） ほかにないようですので、質疑を終結し、討論に入ります。 

  討論はありませんか。 

  黒田議員。 

○１６番（黒田美智君） 初めての本格稼働が始まって１年、その決算の認定という案件ですが、反対

の立場をとらせていただきます。 

  先ほど一般質問の話の中でもありましたけれども、高性能、高機械というところでね、技術も経験
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も免許も要するというところでは、ずっと議論をしてきました。もう本当にそのことをにしきの御旗

のように必要なんやと言うてきたのに、昨年は３人の職員さんがそういう状況であって、今回も灰溶

融の班長さんが「いやいや、試運転もやったから、これで事足りるんですよ」というような形で答弁

をされて、職員配置がやられているということは、とても納得ができません。しっかりと市民に聞か

れたときに、市民が理解、納得できるような税金の使い方、その使われ方の中身で、もちろん安心・

安全の炉というところでは、同じ思いをしていただいていると思いますのでね、施設組合という自治

体として、市民の皆さんから預かった税金を本当に無駄に使わないように。よく言われます、公正に

透明性をもって使っていただくというところでは、いろいろな部分もありますので、今回の決算の部

分については、反対という立場をとらせていただきます。 

○議長（小山敏明君） 他に討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） ないようですので、討論を終結し、採決に入ります。 

  本案については、起立により採決いたします。 

  原案に賛成の方は御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（小山敏明君） ありがとうございます。賛成多数です。 

  よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 

日程第６ 同意案件第１号 

 

○議長（小山敏明君） 次に、日程第６、同意案件第１号、公平委員会委員の選任についてを議題とい

たします。 

  これより当局の説明を求めます。 

  大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） それでは、同意案件第１号、公平委員会委員の選任について御説明をさせて

いただきます。 

  本組合の公平委員会委員は、豊能町の田口数男氏、猪名川町の本山友宏氏、能勢町の平田啓二氏で

ありまして、任期は４年であります。 

  今回、平田啓二氏の任期がきたる１０月１６日で満了いたしますので、その後任について、現在、

能勢町の公平委員会委員を務められております平田啓二氏が適任者であると考え、同氏を再び選任い

たしたく提案したものでございます。 

  なお、平田氏の経歴につきましては、議案書同１－２の参考のとおりでありますので、何とぞよろ
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しく御同意賜りますお願いをいたします。 

○議長（小山敏明君） 説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） ないようですので、討論に入ります。 

  討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） ないようですので、討論を終結し、採決に入ります。 

  お諮りいたします。同意案件第１号は、原案のとおり同意することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） 御異議なしと認めます。 

  よって、本案は原案のとおり同意されました。 

  以上で本日の日程は終了し、定例会に付議されました案件は議了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  会議規則第６条の規定によって、本日で閉会いたしたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（小山敏明君） 異議なしと認めます。 

  したがいまして、本定例会は本日で閉会することに決定いたしました。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（小山敏明君） 終わりに際しまして、管理者からごあいさつをお願いします。 

  大塩管理者。 

○管理者（大塩民生君） 閉会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。 

  議員の皆様方の御精励に対しまして、深甚なる敬意を表しますとともに、心より御礼を申し上げま

す。 

  本定例会におきましては、条例改正及び決算認定、さらには公平委員会委員の選任につきまして、

御審議を賜り、原案どおりの御決議、認定、同意を得まして、本日、閉会の運びとなりましたことは、

組合運営のため、まことに御同慶にたえないところでございます。 

  終わりに臨みまして、議員の皆様方におかれましては、大変暑い日が続いておりますけれども、健

康に十分、御留意をいただきまして、組合のさらなる発展のため、ますます御活躍されますよう心か

ら祈念を申し上げまして、あいさつとさせていただきます。 

  どうもありがとうございました。 
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○議長（小山敏明君） 第２回組合議会定例会の閉会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。 

  本定例会は、条例制定、平成２１年度決算の認定、公平委員会委員の選任同意などの重要案件を審

議いたしましたが、議員各位の御精励によりまして、ただいま閉会を宣告できますことは、まことに

喜ばしい限りであります。 

  議員各位の御精励と、理事者各位の御協力に深く敬意を表するものであります。 

  議員各位におかれましては、この上ともに十分に御自愛くださいますようお願いいたしまして、閉

会のごあいさつとさせていただきます。 

  なお、理事者におかれましては、議員各位から出されました御意見や御提案などにつきまして、課

題等もあるかと思いますが、積極的かつ真摯に取り組まれますようにお願いをいたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（小山敏明君） これをもちまして、平成２２年第２回猪名川上流広域ごみ処理施設組合議会定

例会を閉会いたします。 

     閉 会 午後３時４６分 
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